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農政商工観光委員会会議録 

日時 平成２１年７月３日（金） 開会時間   午前１０時０４分 

  閉会時間 午後 ４時４５分 

場所 第２委員会室 

委員出席者 委員長 鈴木 幹夫 

副委員長 安本 美紀 

委 員 大沢 軍治 望月 清賢 浅川 力三 岡  伸  

 樋口 雄一   武川 勉 深沢登志夫 

委員欠席者 なし 

説明のため出席した者 

商工労働部長 輿水 修策  産業立地室長 後藤 雅夫 

商工労働部理事 中村 雅夫 

商工労働部次長 都築 敏雄  商工労働部次長 久保田 克己 

産業立地室次長 中込 雅 

労働委員会事務局長 髙橋 哲朗  労働委員会事務局次長 清水 久幸 

商工企画課長 清水 幹人  商業振興金融課長 岩波 輝明 

産業支援課長 尾﨑 祐子  労政雇用課長 中澤 卓夫 

産業人材課長 佐野 芳彦  産業立地推進課長 高根 明雄 

 

観光部長 中楯 幸雄  観光部次長 山田 幸子 

観光企画・ブランド推進課長 八巻 哲也  観光振興課長 小林 明 

観光資源課長 塩谷 雅秀  国際交流課長 窪田 克一 

 

農政部長 笹本 英一  農政部次長 松村 孝典 

農政部技監 石川 幸三  農政部技監 西島 隆 

農政総務課長 杉山 正巳  指導検査室長 原田 育生 

農村振興課長 有賀 善太郎  果樹食品流通課長 樋川 宗雄 

農産物販売戦略室長 河野 侯光  畜産課長 白砂 勇 

花き農水産課長 深沢 和人  農業技術課長 赤池 栄夫  耕地課長 加藤 啓 

 

公営企業管理者 進藤 一徳  企業局次長 西山 学 

企業局総務課長 山下 正人  電気課長 石原 茂 

 

議題 第８３号  平成２１年山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政商工観光委員会

関係のもの 

   第８９号  県営土地改良事業施行に伴う市町村負担の件 

       

審査の結果    議案については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定した。 

          

審査の概要    まず、委員会の審査順序について、商工労働部・労働委員会、観光部、農政

部、企業局の順に行うこととし、午前１０時０４分から午前１１時０５分まで

商工労働部・労働委員会関係、休憩をはさみ午前１１時２２分から午後２時２

５分まで（その間、午後０時０３分から午後１時１１分まで及び２時２５分か
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ら４２分まで休憩をはさんだ）観光部関係、休憩をはさみ午後２時４２分から

４時０８分まで農政部関係、さらに休憩をはさみ午後４時２７分から４時４５

分まで企業局関係の審査を行った。 
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主な質疑等  商工労働部・労働委員会関係 

 

※第８３号  平成２１年山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政商工観光委員会関

係のもの 

 

質疑 

 

（雇用対策費について） 

岡委員  商６ページ、労政雇用課の関係でありますけども、これにつきましては、フ

ォーラム政新におきまして、過日の代表質問で樋口委員がやりとりしているわ

けであります。ハローワークには、１万２,０００人余の失業者といいましょ

うか、求職者といいましょうか、そういう方々がおいでになる。確かに１,７

００名という雇用は非常に大きいことは事実でありますけれども、やっぱり数

からするならば、まだまだ少ないんじゃないかと。焼け石に水というと言い過

ぎですけども、そんな感じもするくらいの状況なんですが、その辺の考え方を、

まずお聞きします。 

 

中澤労政雇用課長  雇用情勢は依然として厳しい状況にありまして、まだまだ予断を許さない状

況にあります。そういった中で、当初、ふるさと雇用基金と緊急雇用基金、２

つの基金を発動しまして、それぞれ県、市町村分で分担をして、事業に取り組

んでまいったわけでございます。 

 今回、国の補正予算に伴い、緊急雇用基金につきましては約４５億円が配分

される見込みとなりましたので、これを基金に積み増して、３年度間でこれを

追加して事業をしていこうということで掘り起こしを行ってきまして、事業の

決定をしてきているわけですけれども、これによりまして、当初分とあわせま

して、現在のところ１,７００人の雇用を創出するという目標になっています。

今後も引き続き県、市町村とあわせて事業の掘り起こしに努めまして、できる

だけ雇用の場の創出ができるように取り組みたいと思います。 

 

岡委員  私は４５億円に向かって、見込まれるということでありましたですけれども、

先の１００より、今の５０という言葉もあるかと思うんですけども、今困って

いる人たちを救う、その手だてをどうしていくのかということをまず考えてい

ただきたいと思うんですが、その辺についてどうですか。 

 

中澤労政雇用課長  予算に計上いたしました当初予算、今回の６月補正でお願いしておる分とあ

わせまして、ふるさと基金と緊急基金で相当の金額になっております。緊急だ

けでもトータル９億円という金額になっておりますし、また、市町村分でも同

額が計上されております。こういった基金を活用した事業を早期に実行するこ

とによりまして、実際の雇用の場につなげていくと考えておりますので、県分

の実施はもとより、市町村が早期に取り組むことができるよう支援をして、実

際の雇用に早期につながるように取り組んでいきたいと考えております。 

 

岡委員  私は、やっぱり、前倒しという言葉もあるんですけれども、いずれにいたし

ましても、使える範囲内の最大限のお金をこの時期に投入していくこと、２年、

３年たった後に、一定の景気回復がなされた後にお金を使うのではなくて、今

非常に厳しい、苦しいこの時代に、できるお金は全面的に活用するということ

が必要じゃないかと思っているんですが、そういう経過の中で５億円余が最大

限使えるお金なんでしょうか。それ以上に使えるお金はないんでしょうか。 
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中澤労政雇用課長  今回お願いしております５億円につきましては、国の補正予算が要求されま

して、審議がされましたところを受けまして、当初のときから以後の事業につ

きまして掘り起こしを進めてきたわけですけれども、それに伴いまして、県分

として事業として決定できた分を計上させていただいております。今後も引き

続き事業の掘り起こしに努めて、さらに事業が執行できるように取り組みたい

と考えております。 

 

（休廃止鉱山対策事業費について） 

岡委員  またあとで樋口委員のほうでやっていただけると思っておりますので。 

商の２ページ、休廃止鉱山対策事業費１,２００万円がここにあります。私

は、前にも、ここの委員会でこのことを聞いたときに、しようがないのかなと

思っていたんですが、やはりこういう形で、今回、総額５,０００万円、この

鉱山へかけているわけであります。私はこの鉱山の廃坑になった過程の中で、

若干経過をお聞きすると、明治時代からの鉱山だということでありまして、こ

れは、言うならば、廃坑になったといっても、それは県の責任じゃないと、私

は思っているんですが、まず、その辺をお聞かせ下さい。 

 

清水商工企画課長  当該予算につきましては、都留市に宝鉱山という鉱山がございまして、明治

時代に操業が始まり、昭和５５年に、操業しておりました会社が解散してしま

いました。それ以後、ここから出ます坑廃水につきまして、処理をする事業者

がいなくなってしまったので、県が坑廃水を中和処理しまして、普通河川に流

しているという状況であり、事業費５,０００万円のうち、４分の３、７５％

が国庫補助でございます。残りの２５％につきましても、その８割を特別交付

税の中に算定するということになっており、事業費のほとんどを国が面倒見て

いるという事業でございます。 

 

岡委員  私は、明治時代ということであるなら、明治、大正、昭和という過程の中で、

国策としての鉱山だと思うわけであります。そういうことからするならば、一

会社がやったことは事実でありましょうけども、しかし、国策でやったという

ような状況の中での鉱山であるならば、国が責任持ってやるというのが、私は

この後の坑廃水処理につきましても、国が責任持ってやるということが正しい

んじゃないかと。国ですべてを出していただくという形を要求していくべきだ

と考えますが、いかがですか。 

 

清水商工企画課長  岡委員の御意見は全くそのとおりだと私どもも考えております。そもそも鉱

山開発というのは、明治以降、国策として進められた事業でございますし、現

在も鉱業権の許可というのは国が行っております。これは、鉱物というものは

国が保有している資源であるというふうな考え方に基づいているわけでござ

いますが、いわゆる義務者が不在の休廃止鉱山の坑廃水処理というものを地方

自治体にゆだねるというのは、やはり不合理であると、私どもも考えておりま

す。このため、１９年にも知事会を通じましてこの補助金制度を廃止し、国が

直接管理すべきだということで国に要望しているところでございます。 

 

（雇用対策費について） 

樋口委員  雇用について伺います。 

 自分が代表質問したんですけれども、やっぱり去年の暮れからそれぞれの議

会で雇用が非常に大きな課題になっていまして、知事のお答えの中で、１,２

００人の目標のうち、ふるさと雇用の再生事業が４７０人、緊急雇用創出事業

が６１１人、既に１,０８１人、いわゆる雇用創出という形が整ったというこ
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とを聞きましたけれども、やはり今、岡委員のほうからもお話がありましたけ

ども、これから１,７００人の目標達成に向けてと、あるいはどういうところ

の雇用創出が可能なのかということを考えていきますと、今、実績として、１,

０８１人の中の産業別とか職種別とか、そういった分野別の分析がされている

ならば、ぜひ明らかにしていただきたいと思いますが、いかがですか。 

 

中澤労政雇用課長  ふるさと雇用事業と緊急雇用創出事業の、雇用を創出している分野ごとの内

訳ということでございますけれども、まず、ふるさと雇用再生事業につきまし

ては、農業法人の経営多角化の推進など農林業分野が２０事業で１４３人、そ

れから、地場産品の販売振興などの産業振興の分野が３９事業で１３９、その

ほか子育て１１６人、観光４９人などで、合計４７０人ということになってお

ります。 

 また、緊急雇用創出事業につきましては、道路の側溝清掃や除草、観光地周

辺の林道の支障木の伐採など、環境の分野で４４事業２１７人、理科支援員配

置や小学校の英語教育の推進、遺跡出土品整理など、教育文化分野で３５事業

６３人、そのほか農林業分野１０７人、治安防災６９人、産業振興５６人など

となっております。 

 

樋口委員  きのうの朝、中北建設事務所と甲府市で荒川の清掃をしてきまして、土手の

草刈りをやって、こういうところも失対事業といいますか、緊急雇用の中でき

っと取り入れられたんだろうなと思ったんですけれども、まさに緊急ですから、

スピーディーにやっていただくんですけれども、その後どうするかというのが

非常に難しくて、緊急から雇用をつくっていくということが、やっぱりこれか

らの課題になっていくんじゃないかと思いますけれども、そこの、課長、傾向

みたいなものを取り入れて、どういうところに雇用が広がりそうだなんていう

ことはまだつかめないですかね。 

 

中澤労政雇用課長  緊急雇用事業の中では、今回、教育文化とか介護を重点分野として組み立て

されておりますので、そういった分野での雇用の場を創出できるような取り組

み、県の内部、それから、市町村に対してもそういった事業ができるような取

り組みをして、今後、進めていきたいと考えております。 

 

樋口委員  ちょっとよくわからないんですが、委員会の場だけじゃなくて、絶えず情報

交換しながら。中小企業や零細企業の社長さんたちは、社員の首を切ることは

できないから、自分たちが本当に何も給料をもらわずに経営だけやっていると

か、逆に、国母工業団地とか、いろんな団地の皆さんは週休２日が週休４日に

なって、週休５日になって、一時帰休になるという状況が、数字もまさに０.

４１から、この間の発表でも０.３９にと、まだ低下していますから、１,７０

０人に向けて、あるいは１,７００人以上に向けて、ぜひこれからも気合を入

れて頑張っていただきたいと思います。 

もう一度、そこで、景気は下打ち感が出たと、だけど、雇用は後追いですか

ら、まだもう少し悪くなるというところで、どんなところに力を入れていこう

ということが、もし、特徴的なことが言えたらお答えいただきたいと思います。 

 

中澤労政雇用課長  景気の低迷と雇用情勢は悪化しておりますので、まだ、先生がおっしゃられ

たとおり、どうしても雇用というのは景気の後追いになるというようなことに

なりますので、まだまだ景気が底を打ったといっても、雇用情勢は良い情勢に

はならないと考えております。 

 そういったところで、まず、１つについては、仕事を失った方への就業機会
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の提供というのが緊急の課題でありますので、ふるさと、緊急の両基金を活用

した事業を早期に、円滑に実施するように、県の中では景気緊急経済雇用対策

本部を設置しておりますので、そういたったところを通じまして、県の各部局

にさらなる事業の掘り起こしをお願いしておりますけれども、今後とも、そう

いったことで全庁的に取り組んでいきます。 

 また、市町村に対しましても、全国の優良事例の紹介ですとか、個別ヒアリ

ングや訪問による相談で、事業の掘り起こしと実施を支援していきたいと考え

ております。 

 さらに、また、国や関係機関と連携して、求職者や若年者への情報提供、そ

れから相談、就職面接会などを実施しまして、雇用の場の確保と求職者の支援

に取り組んでまいります。 

 

樋口委員  ６月２９日からジョブカフェが情報プラザからＪＡ会館の中へ移転したと

いうニュースがあって、県政だより「ふれあい」でもよく説明されているんで

すけども、やまなし・しごと・プラザという中で、今度、求職者総合支援セン

ターとジョブカフェに分かれたというような形に組織がなっていますけれど

も、これ、今までと違うのか、今までもこういう形で相談や、あるいは職業紹

介をしてきたのか、あるいは今度変わってこういうふうになる、変わったとす

ればどうなるのかということが、もし説明できればお願いしたいと思います。 

 

中澤労政雇用課長  情報プラザの取り壊しに伴いまして、今まで県民情報センターの中にありま

したやまなし・しごと・プラザを６月２９日にＪＡ会館のほうに移転し、拡充

いたしました。 

 やまなし・しごと・プラザは、ジョブカフェと求職者総合支援センターで構

成しております。ジョブカフェにつきましては、これまでも県で所管するカウ

ンセリングの部分、それから、国が担当いたしますハローワーク機能、これが

既に併設されておりました。これは移転しても基本的には変わらないわけです

けれども、検索機ですとか、ハローワークのほうの相談員の方が拡充されてお

ります。 

 それから、県のほうの関係では、今度、求職者総合支援センターという形で、

雇いどめなどで仕事を失った方、それから、仕事とともに住むところまで失っ

てしまうというようなこともございますので、就労に関する相談とあわせて住

宅や生活資金などについての相談も行っております。この分につきましては県

が担当しておりますけれども、雇用情勢の大変厳しい中で仕事をされている方

も多いという状況がありましたので、県の担当する生活就労相談につきまして

は、この求職者総合支援センターの設置に先行いたしまして、４月１５日から

県民情報プラザにおいても実施してまいりました。 

 今回、求職者総合支援センターでは、国のハローワークも併設されておりま

すので、職業紹介までを一元的に提供できることとなります。利用者にとって

は大変便利になっております。また、この求職者総合支援センターであわせて

緊急雇用創出事業に関する情報につきましても提供いたしまして、求職者を支

援していくこととしております。 

 

樋口委員  所管事項のところでまた角度を変えて質問しますけれども、さっき話があり

ましたように、大きな基金がありますから、それをしっかりとしみ通るように、

今言った離職を余儀なくされた方々あるいは住宅困窮者とか、そういうところ

も、今、新しい場所で相談業務あるいは紹介業務を行うということですから、

ぜひ機能的に動くようにお願いしたいということと、国の「あしたの日本」と

いう、雇用対策の拡充の資料を見たり、県政だより「ふれあい」を見るとすご
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く安心するんですけど、行ったらなかなか難しくてだめだった、ということが、

また、それは国だとか、これはうちでやりますから、というようなことがない

ように、ぜひそのことをお願いして、質問を終わります。 

 

討論        なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項 

質疑 

 

（特別支援学校高等部の生徒への就業支援について） 

樋口委員  知的障害者、軽度の障害者のことでちょっと伺います。 

 本会議では、教育的側面から障害者教育についてということを質させていた

だいたり、あるいは別の議員から、きのうも、障害者就労支援なんていうこと

を福祉的立場から回答いただいていました。職業訓練という面からちょっとお

聞かせいただきたいんですけれども、障害程度の軽い方々への、特に生徒、新

卒者といいますか、これから就労していく方々へのどのような就業支援を今取

り組んでいるのか、教えてください。 

 

佐野産業人材課長  職業訓練の面からでございますが、まず、特別支援学校高等部の生徒さんへ

の支援ということでございますけれども、これにつきまして平成２１年度の新

規事業といたしまして、高等部の生徒さんで卒業後の就職先が内定していなく

て就職を希望しているという方を対象といたしました定員１０名の訓練コー

スというものを新たに設けてございます。 

 そして、あわせまして、学卒障害者能力開発アドバイザーというものを、１

名、新たに就業支援センターに配置いたしまして、その方がこの訓練コースに

おいて、企業で直接訓練を受けるというような形になっておりますので、そう

いう訓練先企業の開拓とか、それから、また、中小企業なんかでも運営が、な

かなか企画をするのが難しいということもございますので、そうした訓練の企

画、それから、修了者の就職サポートといったようなアドバイザーを１名配置

いたしまして、特別支援学校と連携した就業支援を進めているという状況にな

っております。 

 

樋口委員  企業へ行って、ＯＪＴというか、やると、ということは、その定員１０名の

方は、１０名に入ると、もうほぼ就業できるという意味で１０名ということで

すか。 

 

佐野産業人材課長  今こういう厳しい雇用情勢の中で、障害を持つ人の就業というのもなかなか

厳しい状況にはなっております。ただ、そうした中で、実は障害を持つ方の訓

練につきましては、就業支援センターというところで一括して行っております。

その中では、軽度の方で、例えば販売実務とか環境サービスとか清掃業務とか

に携わる方の訓練としまして、定員２０名の訓練をも実施しております。その

方々については、修了１１名に対して７名が就職するということで、６割以上

の就職率を上げております。 

 ただ、短期訓練で専門学校に委託します、例えばパソコンとかの訓練につき

ましては、２割から３割程度の就職率という厳しい状況になっています。ただ、
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企業内で訓練をいたしますと、今、先生御指摘のとおり、就職につながる可能

性が非常に高くなります。したがいまして、例えば、企業のほうで、要はマッ

チングしていただけるということもございますので、大体５割近くまで就職率

が上がるということでございますので、なるべく企業内訓練という形で職業訓

練を実施していきたい、このように考えております。 

 

樋口委員  特別支援学校へ行っても、特にかえで支援学校では、入学してくる親御さん

やお子さん、当事者に見せるのかもしれませんし、地域の方々に見ていただく

かもしれないけど、みんなに、オギノさんを初め、本当に地元の企業に多く就

業しているよという案内の記載がありまして、具体的に出ているのは多分初め

てでしたね。いいことだと思ったんですが。 

企業に行くといいんですけれども、専門学校とか中でやるとなかなか就業率

が悪いということだそうですけど、それはさらに、そういった就業したけれど

も就業できない方々については、担当課としては、あるいは県としてはどのよ

うな支援をしていこう、あるいはしているのか、お聞かせください。 

 

佐野産業人材課長  やはり訓練修了者の就業支援に積極的に取り組んでいかなければならない

と考えております。そこで、障害者の雇用の場の確保が図られるように、相談、

助言、指導を行うコーディネーターを配置はしております。ただ、平成１８年

度から就業率が悪いということで、県単で障害者の専門に就業支援を行うコー

ディネーターを１名配置いたしまして、障害者の就業支援に取り組んでいると

いうことでございます。 

 もう一つは、今先生から御指摘ありました企業の中で直接、例えばオギノさ

んとかいろいろやっていただいているところがございます。そうした中でやり

ますと、やっぱり就業につながるということもございますので、本年度から実

践トレーニングコース、企業でやる職業訓練を、定員を３５名に拡充して就職

につなげたいと考えております。 

 それから、もう一つは、新たに職業訓練を実施していただけるような県内の

企業の皆さんに、訓練カリキュラムの策定などの支援を行う、要は訓練してい

ただけるほうを支援する、そういうトレーナーも１名配置いたしまして、なる

べく就業につながるように図っていきたいと考えています。 

 

樋口委員  メニューがふえてきて非常に心強く思いますし、企業のほうの理解も進んで

いるのではないかなと思いますが、大変厳しい雇用情勢ですから、そういうこ

とでシフトしてしまって、押しのけられてしまうかなということも非常に危惧

をするわけでありまして、ぜひさらに御尽力いただきたいということを要望し

ます。 

 

（中小企業高度化資金について） 

 例の高度化資金の貸付の関係でありますけれども、先日、説明も個別に確か

にいただいていますが、この際やっぱり委員会で少し教えていただきたいと思

っています。 

 山梨ニューマテリアルが３月に破産の手続を開始して、その連帯保証人の山

正産業が最近破産手続を開始したと。その経過を再度御説明願います。 

 

岩波商業振興金融課長 それでは、県が高度化資金を御融資しておりますニューマテリアル協業

組合は、山正産業がその連帯保証人でございますので、ニューマテリアル協業

組合を主線として御説明させていただきます。 

 山梨ニューマテリアル協業組合は、平成４年３月に、強化プラスチックを加
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工して浄化槽を製造するという業務に携わっている関係５社によって協業組

合として設立されまして、平成５年４月に操業を始めました。 

 その操業に当たりまして、平成４年度、貸付期日は平成５年５月２８日とい

うことでございますけども、年度の区分は４年度です。対象事業費４１億７,

０００万円余、これは土地購入費、それから設備購入費でございますが、それ

に対しまして、８０％を貸付割合といたしまして、３３億３,７００万円を高

度化資金として御融資をいたしました。貸付期間は２０年で、無利子でござい

ます。 

 そういった経緯で貸し付けましたけれども、時期的にバブル経済が崩壊した

後で、景気が低迷期に入ったというふうなこと、それから、合併浄化槽を製造

したわけなんですけれども、景気対策として公共事業が入ったということの中

で、下水道事業がその中で非常にたくさん採択されたということで、合併浄化

槽自体に需要がないという業界の状況等を受けまして、当初の計画どおりの事

業展開、平成９年１１月から約定どおりの償還ができないということになりま

して、それ以来、１０年にわたり約定条件を変更するということでやってきま

した。 

 そうした中で、平成２０年５月、昨年５月でございますけれども、約定償還

について条件変更申請もなかったわけなんですけれども、約定償還ができない、

要は債務不履行の状況になりまして、高度化資金上は破たん状態という形にな

りました。 

 その際の延滞額は２８億４,４００万円でございます。その間の償還額は４

億９,０００万円ほどでございますけれども、残債が今申し上げましたように、

２８億４,４００万円余という状況であります。 

 それに対しまして、連帯保証人の関係は、先頃、破産ということで報道もさ

れましたけれども、株式会社山正産業ほか、残りは個人でございますけれども、

５名ということで、連帯保証人が６名、１社５名という形でついております。 

 そういう形になりまして、県では昨年の７月に、その時点ではまだ破たん懸

念先という状況でございましたけれども、主債務の回収及び連帯保証人からの

徴求というような業務を株式会社整理回収機構に業務委託いたしまして、今申

し上げました業務をとり行っていただいているという状況でございます。 

 そうした中で、昨年１２月に、今申し上げました株式会社山正産業が民事再

生法に基づく再生手続の申し立てをいたしまして、再生の手続に入りました。

それ以降、３月になりまして、私どもの高度化資金の貸付先であります山梨ニ

ューマテリアル協業組合が破産を申し立て、３月３０日に破産開始の決定がな

されております。 

 そういった経過の中で、保証人であります山正産業の再生計画につきまして、

先頃、７月１日でございますけれども、債権者集会におきまして、ＲＣＣも含

めて大口債権者の賛同が得られず、破産手続移行の宣言が裁判所からなされた

という経緯でございます。 

 

樋口委員  大口の債権者の同意あるいはＲＣＣの同意が得られず、民事再生じゃなくて

ということでありましたけれども、また、３０億円ですか、限りなく回収が厳

しくなっているわけですけれども、聞くところによりますと、今もちょっとお

話がありましたけれども、ニューマテリアル協業組合と連帯保証人である山正

産業のほうが同属親族会社ということでありますけれども、その辺の関係はど

うなんでしょう。 

 

岩波商業振興金融課長 山正産業の会長、社長、それから、山梨ニューマテリアルの代表理事、

理事は同じ方がされております。 
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樋口委員  このことは非常に問題でありますから、何度も、委員会の中でもいろいろ、

さまざまな形をとりながら議論をし、責任の追及をしてきているわけでありま

すけれども、改めてこういうずさんな貸し出しをしたことに非常に憤りを覚え

ます。 

 また、そう言いながらも議会のほうでこれを承認しているわけですから、そ

れぞれが責任を負わなきゃいけないと思いますが、その他の連帯保証人の方々

との連絡連携とか、ＲＣＣとのやりとりなんかについては担当課のほうでどう

いうふうにとらえているんですか。 

 

岩波商業振興金融課長 個人の連帯保証人５名につきましては、うち２名が自己破産申し立てを

いたしまして、破産宣告を受けておりますので、その破産手続の中でしていく

ということになります。そのほかの３名につきましては、ＲＣＣが財産調査等

を行う、または連帯保証人であるというふうなことを御認識していただく手紙

を出すというふうな形でそれぞれの保証人にアクセスをして、所要の手続をと

っているという状況でございます。 

 

樋口委員  貸付額が３３億円余で未償還残高が２８億円余で、利息を含めて３０億円く

らいになるということですけど、こうなると、どの程度の回収が今後見込まれ

るのか、あるいはどういうスケジュールになるのか、あるいはどういうことが

想定されるのかということについて、つかんでいるところを提起してください。 

 

岩波商業振興金融課長 回収額につきましては、今現在、先ほども申し上げましたけれども、主

債務者の山梨ニューマテリアルのほうも破産ということで手続の中に入って

おります。今現在、裁判所で土地建物、それから、工場設備機器等、物権的な

もの、それから債権的なものについて調査をしておりますので、それに基づい

て破産措置の中でされているというふうなことで、今現在、そういう手続中で

ございますので、数値については具体的には知らしめられてはおりません。 

 それから、手続的なスケジュールということでございますけれども、通常破

産の手続というのは、一般例で言いますと２年から３年という期間で進められ

るということでございますので、これについてもそういった手続でいくものと

承知しております。 

 それから、破産にかかっていない保証人につきましても、破産手続の終結時

点までには手続を終結できるように、ＲＣＣとその辺のところはお話をさせて

いただく予定でございます。 

 

樋口委員  非常に厳しい状況だと認識します。焦げつき１１１億円とか、不良債権が、

あるいは破たん懸念先債権なんていう言葉がずっと新聞等々で踊っています

けれども、今、焦げつき１１１億円でありますけれども、これが、３月の新聞

をちょっと今引用したんですけれども、今、７月でありますけれども、その後、

その焦げつきが新たに波及するようなことがあるのでしょうか。 

 

岩波商業振興金融課長 不良債権額は１１１億円余で変わっておりません。 

 

樋口委員  正常債権が１０７億円ということでありますけれども、その辺の回収につい

ては順調にいっていると理解してよろしいでしょうか。 

 

岩波商業振興金融課長 その余のトータル２１１億円で、いわゆる正常債権というものは１００

億円というふうにつかんでおりますけれども、そのうち全く全部が約定どおり



平成２１年６月定例会農政商工観光委員会会議録 

 １１ 

返っているというようなことではありませんで、条件変更をさせていただいて

いるものもございます。債権区分については、制度を所管しておりますのが、

中小企業基盤整備機構というところ、国の機関なんですけれども、そこで分類

がされておりまして、破たん懸念先という、今委員のおっしゃった分類という

のは、一定の償還期までにそのときの償還累計の７０％が返っていないところ

が懸念先という扱いになりまして、７０％以上償還をされているところは正常

先の中に入れて、要注意先という扱いでしているわけなんですが、そういった

ところが４８億円余あります。それにつきましては不良債権化しないよう、特

にこういう厳しい状況の中でございますので、県で所管しているのは我々なん

ですが、国は、今申し上げましたように、中小企業基盤整備機構で経営診断等

をして、可能な限り正常償還ができるよう、御指導させていただくという状況

です。 

 

樋口委員  条件変更ということをすると、非常にどんどんどんどん危なくなっていくと

いうような気がするんですが、それは今おっしゃった中小企業基盤整備機構が

それを審査して、それを認めるという理解でしょうか。 

 

岩波商業振興金融課長 県と中小企業基盤整備機構がそもそも資金的に両方で協調しております

ので、両者が共同責任を負っているというふうな形で進めていっております。 

 

樋口委員  いずれにしましても大変厳しい状況でありまして、今の焦げつき以上に正常

な債権が、今ちょっと言葉で出ましたけれども、要注意になったり、破たん懸

念先になったりとか、これ以上は、ぜひ、ならないように注意を払っていただ

いて、また、国とも連携していただき、取り立てのプロを雇ってやっているわ

けでありますので、そこに力を注いでもらうこと、さらに県のほうの取り組み

を強化していただくことを求めたいと思いまして、その辺、もしありましたら。 

 

岩波商業振興金融課長 今も申し上げましたように、それぞれの協同組合、協業組合の中に入り

まして、折につけて、それぞれの御担当の方々は、場合によっては役員にじか

にお話をして、経営の状況を相互に把握をして、改善の必要があるものについ

ては経営改善計画ということで、将来に向かって約定どおりの償還ができて当

たり前でございますので、そういった状況に向かってともに歩んでいくという

スタンスでそれぞれの団体とお話をさせていただいておりますし、今後とも努

めてまいりたいと考えております。 
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主な質疑等  観光部関係 

 

※第８３号  平成２１年山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政商工観光委員会関

係のもの 

 

質疑 

 

（中京・関西方面重点観光キャンペーン事業費について） 

安本委員  観３ページ、観光振興課の中京・関西方面重点観光キャンペーン事業費につ

いてお伺いをさせていただきたいと思います。 

 そこにある「休日は高速で山梨へ！」ＥＴＣ１,０００円キャンペーン事業

費でありますけれども、事業内容が、今、課長のほうから、中京、関西圏での

観光キャンペーンとか地元紙への新聞広告掲載というふうに説明いただきま

したけど、もう少し具体的に計画等が決まっておりましたらお話を伺わせてい

ただきたいと思います。 

 

小林観光振興課長  観光キャンペーンにつきましては、愛知県の上郷サービスエリア、滋賀県の

多賀サービスエリアにおきまして、夏休み前、９月の連休前、それから、紅葉

前の最低３回実施する予定でございます。第１回目のキャンペーンにつきまし

ては、７月１１日の土曜日、上郷サービスエリアで実施することが決まってお

ります。 

 新聞広告の掲載につきましては、名古屋圏で最も購読者数の多い中日新聞、

それから、大阪圏で最も購読者の多い読売新聞におきまして、夏と秋と２回、

新聞一面を使いまして山梨県の観光、ワイン、フルーツ、ジュエリーなどをＰ

Ｒしてまいりたいと考えております。 

 

安本委員  ７月１１日の上郷のサービスエリアでは、県議会議員も一緒にということで、

朝６時、県議会議事堂出発という強行スケジュールのようなんですけれども、

私は、上郷というサービスエリア、余りよく知らないんですけれども、中京圏

では大きいのかなと思っています。広島の出身で、毎年、車で広島まで帰って

いまして、こちらのほうは通らなくて、大体愛知県というと養老ですか、すご

く大きなところだと思います。多賀はいつも利用していまして、ここも大きな

ところで、すごく効果があるのかなと思っています。 

 先ほどちょっと事務局のほうに、「県議会議員は何人ぐらい出席されるんで

すか。」と聞きましたら、１６名ぐらいと聞いていますけれども、どういった

内容のキャンペーンをされる予定なのか、その辺をちょっとお伺いしたいと思

います。 

 

小林観光振興課長  ７月１１日の上郷サービスエリアのキャンペーンにつきましては、やまなし

観光推進機構及び山梨活性化促進県議会議員連盟観光部会との共催という形

で実施させていただきます。県議会からは森屋議長以下１６名の先生方が御出

席いただけるということで伺っております。 

 市町村からも、今まで中京圏・関西圏のキャンペーンがなかったものですか

ら、非常に強い関心を示していただいておりまして、今回は富士吉田市、笛吹

市、甲州市、身延町、それから、石和温泉旅館協同組合などから総勢６０名、

出席いただけるということでございます。 

 会場におきましては、フルーツレディーあるいは湖衣姫、それから鎧武者な

ども参加していただきまして、観光パンフレットとともに本県の桃を配布する

予定で、強力に本県の魅力をアピールしてまいりたいと考えております。 
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 また、当日は中京圏の観光客の動向やニーズを把握するためにアンケートも

実施する予定でございます。 

 

安本委員  うんとＰＲをして、私も協力したいなということで、記者席の皆さんもよろ

しくお願いします。 

 それで、高速道路料金の引き下げは全国各地で知恵の出し合いになっている

なと思うんですけども、最初、高速道路よりも瀬戸内海の橋の話題がありまし

て、讃岐うどんのところに人が殺到しているというようなこともあったわけな

んです。橋がないところでも、佐渡のフェリーは往復２,０００円にするとか、

期間を決めてですけれども、県もかなり予算を出して応援しているという話が

聞こえてきました。 

 この１,０００円についてもいろんな県で取り組みがありまして、ちょっと

ホームページのほうから探してみたんですけど、福島県でも早くから「高速道

路１,０００円で福島にＧＯ！！大作戦」という、もう１回目が６月３０日ま

でゴールデンウイークを含んでやって、その後、７月１９日から夏休みを挟ん

で９月３０日まで、「ふくぱす」、パスポートなんでしょうけれども、これを持

っていけばいろんな割引が受けられるとかというのもあります。 

 余り宮崎の宣伝をしてもどうかなと思ったんですけど、宮崎も高速道路が余

りつながっていないという割には、「ＥＴＣで宮崎へ行こう」ということで、

これは４月から６月３０日まで特産品が当たる、プレゼントされるといったキ

ャンペーンもやっておりまして、山梨ではどういったこと、今ちょっと私も知

らないんですけど、ぜひそういった、何か割引とか物が当たるとかというのが

あればもっと効果もあるんじゃないかと思うんですけども、そういった点はい

かがでしょうか。 

 

小林観光振興課長  キャンペーンで配布するイベントガイドブックにつきましては、県内の宿泊

施設や観光施設など約２００施設におきまして割引やプレゼントなどのサー

ビスが受けられる特典クーポンを折り込むという予定でございます。このイベ

ントブックにつきましては、中京圏、関西圏の１４カ所のサービスエリアに常

備するということになっております。また、東名、名神等の２９カ所のサービ

スエリア、パーキングエリアにおきまして、本県のポスターを掲示する予定で

ございます。 

 

安本委員  その内容については、ホームページ等にはもう掲載をされているのか、これ

からされるのか、どっちでしょう。 

 

小林観光振興課長  きょうプレス発表をするところでございまして、プレス発表をし次第、ホー

ムページには掲載する予定でございます。 

 

安本委員  どこの県も観光のページからそういったものがわかるようになっています

ので、ぜひ一番目につくような形でお願いをしたいと思います。 

 それから、本会議でもこのことについて質問がありまして、もう少し時間が

あれば、細かい内容まで入るのかなと思っていたんですけれども、山下議員の

中で、首都圏の誘客対策についてということで、関西や中京圏からは増加が見

られるけれども、首都圏からの観光客が遠方の観光地へ流出しているという話

がありました。 

 東京事務所に専任職員を２名配置して、旅行会社、企業を直接訪問して、積

極的な営業活動を行うという御答弁だったんですけれども、私もちょっと気が

ついていたことがありまして、これは、「るるぶ．ｃｏｍ」というホームペー
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ジですけれども、「高速道路をＥＴＣで休日１,０００円、ドライブ旅行に出か

けよう」というページがあります。ここは有名観光地までかなり割安で行ける

ようになったということで、観光地と宿泊施設が紹介されています。もっとい

ろいろあったと思いますけど、今回、山梨のことなので、首都圏発というのと

名古屋発と大阪発というページをちょっとコピーしてきたんですけれども、実

は寂しいことに、首都圏発は、１,０００円といっても余り効果がないかもし

れないので載っていないのかと思うんですけど、名古屋発は、静岡は伊豆、箱

根とか、長野については蓼科、白樺湖、志賀高原、それから、飛騨高山、金沢、

加賀温泉、東京、横浜と載っているんですけど、山梨、何も載っていないんで

すね。富士山すら載っていませんでした。中央自動車道のところで、甲府の記

載もなく、ストレートで何もないわけです。 

 大阪圏のほうもやっぱり同じ内容で、中央自動車道について、富士山も記載

がないというようなことがありまして、本当に旅行業者への営業というのは大

事ではないかなと思っております。 

 関西、中京圏、強化されるということであれば、東京事務所だけではなくて、

中京、大阪のほうも考えていただきたいというふうに思うんですけれども、そ

ういった点はいかがでしょう。 

 

小林観光振興課長  先生御指摘のとおり、関西圏や中京圏の旅行会社の宣伝活動や同地域への観

光キャンペーンを強化することは大変重要なことと考えております。こうした

ことから、大阪事務所におきましても、ふるさと雇用再生特別基金を活用いた

しまして、やまなし観光推進機構の職員１名を配置するということで、現在募

集をかけているところでございます。 

 具体的に行っていただく業務といたしましては、旅行会社への訪問による本

県向け旅行商品の造成を促進すること、それから、旅行会社のニーズ等の情報

収集、団体旅行誘致のために企業や学校等へ営業活動をかける、それから、着

地型商品の宣伝ＰＲを行う、それから、百貨店やバイヤーを訪問いたしまして、

県産品の販売拡大のＰＲを行う、それから、関西圏、中京圏のキャンペーンを

行っていただく、このような行事をお願いするつもりでございます。 

 

討論        なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項 

質疑 

 

（富士スバルラインのマイカー規制について） 

武川委員  ７月１日に富士山で山開きが行われたわけですけども、当初は雪が例年に比

べて残っていて、頂上まで登れないと、１２年ぶりに登れないというような状

況があったわけですけども、山小屋の旅館組合の努力、そしてまた、県のいろ

いろな御指導等もありまして、当初は頂上まで行けなかったんですが、１日の

午後、頂上までということで規制が解除されたようでございますけども、それ

に至る観光部担当課のいろいろな御尽力もあったと思いますけども、このこと

につきまして、まずもってお礼を申し上げたいと思います。本当に御苦労さま

でございました。 

 そこで、富士山のマイカー規制の問題についてちょっとお伺いするんですが、
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もちろんこのことにつきましては県土整備部の道路管理課が担当でございま

すけども、観光振興あるいは観光部というかかわりの中で若干質問したいと思

いますので、御理解いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 過般、郡内の県会議員さん全員で富士山の新交通システム等議員検討会とい

うのを立ち上げて、不肖、私が代表ということで立ち上げたわけですけども、

富士山のことについていろんな角度から、あるいはいろんなことを勉強し、そ

して検討し、そして、時に知事に政策提言もしていこうというようなことでつ

くったわけでございますけども、国におきましても、待望しておりました観光

庁ができまして、貿易国日本あるいはＩＴ国日本ということの中で今度観光庁

ができまして、まさに観光立国日本に向けて、また新たな一歩を踏み出したわ

けでありますけども、御案内のとおり、先進国の中で外国の観光客が一番少な

いというのが日本でもあるわけであります。 

 そんな中で観光立国日本、そして、今まさにスクラムを組んで努力している

わけですけども、観光立県山梨、そして、地元の富士北麓ということの中で、

議員検討会としては、そうした世界の富士山、日本の象徴の富士山、本当に大

切な富士山ですから、自然を守り、環境保全をしながら後世に伝えていくと。

これはもちろんのもちろんですけども、今現実に富士山は７月、８月を中心と

して限られた形で登山客が登山していると。やはり観光ということについても

大事な資源であることも、また一方で間違いないわけでありますので、そんな

意味で、より通年型に近い形で富士山の観光資源を生かしていくということも、

これもまた観光立県山梨、そして、地元の地域振興といった面でも非常に重要

であるわけでございますので、議員検討会としては幅広くいろいろと勉強をし

ていくことになっております。 

 近々も今月の８日、それから、続いて今月の１４日、第１回、第２回と勉強

会の予定をいたしておるわけでございますけども、そんな中で、知事も１月に

マイカー規制について言及されております。現在、マイカー規制につきまして

は、山梨県が１２日、静岡が１７日、そして、南アルプスが１３８日ですか、

規制があるわけでございます。知事も地元の関係者の要望を踏まえる中で、規

制についても検討していくというような発言がなされているわけでございま

すけども、先ほどの、前段のことから申し上げると、マイカー規制も広い意味

での観光あるいは観光振興ということにつながるわけでございまして、まさに

その延長線上で富士山の新交通システムにもつながってくるわけでございま

す。ですから、マイカー規制も富士山の新交通システムと、幅広い意味では入

ってくるのかなと思っております。 

 そこで、いつもことあるごとに、国も県も、縦割り行政ということをよく言

っておるんですけども、ここであえて直接的には県土整備部所管のマイカー規

制の問題を発言させていただいているわけです。やはり道路公社あるいは道路

管理、そしてまた観光振興、そして環境保全と、さまざまな視点があるわけで

ございますけども、そういったことを県庁横断的に考え、そして、対応してい

くということが、やっぱり観光立県山梨においても、いろんな意味で、いろん

な部分で大事だろうと思います。 

 そこで、私は今申し上げましたように、道路公社、道路管理、観光振興、環

境保全ということをやっぱり横断的にいろいろしていかなきゃいかんと思っ

ているわけです。執行部の見解をお聞きしたいんですが、このことにつきまし

ては課長さんではちょっと無理がありますので、部長さんにお答えいただくの

も大変恐縮ですけども、観光部としての立場の中で、そういった意味でマイカ

ー規制をとらえるとするならば、やっぱり横断的にやらなきゃいかんと思って

いますので、観光部としての立場でまずどう思って、どういう認識でいらっし

ゃるか、お伺いしたいと思います。 
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中楯観光部長  非常に、一番お答えしづらい話でございますけども、担当課もございません

ので、富士山に対する観光部の認識というような形の中でお答えさせていただ

ければと思います。 

 ちょっと話はそれますけども、私は、県も国もそうですが、経済というもの

を考えたときに、やはり今までもそうでしょうけども、製造業が、物づくりが

けん引をしてきたことも事実でありますし、今、非常に厳しい状況下でありま

すけども、今後もそういったものが、一つは、けん引していくんだろうと思い

ます。 

 それともう一つ、確かに外国人が、今、少ないというお話もございましたけ

ども、少子・高齢化が進む中で、やはり国内消費といったものを活性化させて

内需を拡大させていく経済対策というものが国も必要という意味で、２０２０

年までに、まだ９００万人に満たない外国人を２,０００万人にしようという

お考えをお持ちでございます。観光圏、富士北麓がもう認定を受けましたけど

も、こういったものも、その環境整備の一つであろうと思っております。 

 ２,０００万人が、もし来るということになれば、当然それは我が国の資源

としても富士山というのは非常に大きな資源になるわけでありまして、富士山

というのは、国内はもとより世界の財産であるという認識のもとで物事を考え

ていかなきゃならんだろうなと思っております。 

 また、そういう意味で考えますと、渋滞対策ということの中で、結果として

環境保全ということで、県土整備部が、今、そういった問題に取り組んでいま

すけども、やはり広い意味で富士山においでになる方を北麓地域全体の観光振

興につなげていくという意味で、マイカー規制の問題を含めて、観光部も横断

的な考え方の中でこれに加わっていくべきであろうと、そういうことを庁内で

も論議をしていかなければならないと思っております。 

 

武川委員  観光というものを広い意味で語るとするならば、富士山有料道路、いわゆる

富士スバルラインについてのマイカー規制についてもやはりかかわってくる

と。むしろ、ある意味、積極的に取り組む必要があるという認識は共有してい

るという御答弁をいただいたと思うわけであります。 

 そこでお伺いするわけですけども、今、マイカー規制、先ほど申し上げまし

たけども、南アルプスは１３８日、静岡県側は１７日、山梨県は結果として１

２日というようなことで規制があるわけでございますけども、山梨県の１２日

というのも、本当はもうちょっと幅広く地元としては考えていただきたいとい

うのが総論なんですけども、現在の現実問題として、今、富士北麓公園の駐車

場をメーンにして利用している、また、そのほかに３カ所の駐車場を加えて４

カ所で運用しているということでございますけども、場所が離れておりまして、

北麓公園の利用頻度の状況は変わりますから、利用客は、当日そこへ行ってみ

ないと、あとどこへ行ったらよいのかわからないという不便さも一つあります。

それから、交通整理等をしている立場からすれば、非常にやりにくい、あるい

は無駄な経費もより以上かかるというようなことで、現在の状況からすると、

現実的には非常に無理がある。そうすると、もっと広い駐車場が必要になって

くるのかなと。それで、もっと広い駐車場があれば、いわゆる北麓の周遊観光

もありますし、今、静岡、神奈川、山梨のいわゆる連携した観光も今考えてい

るんですよね。外国人観光客の場合は、山梨県だとか静岡だとか神奈川だとか

という視点で来ませんで、観光客にしてみれば富士山あるいは富士山周辺とい

うことで考えます。逆に、近畿圏とか京都、大阪とか、そういうゾーンで観光

客は考えますから、私も富士吉田市長をしているときにそういう考え方の中で、

ともかく静岡、神奈川、山梨のゾーンに観光客が一度来ていただくと、それで、
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そのゾーンの中でいろいろ周遊をしていただくというようなこともあります

し、今度また狭い意味で、まず北麓に来ていただいて、北麓の周遊観光をして

いただく。そういう周遊観光をするにしても、やっぱり基地がないとなかなか

難しいんですね。 

 ですから、最終的には県有地になろうかと思うんですけども、ある程度のボ

リュームの観光専用駐車場を設けることによって、いわゆる北麓の周遊観光、

そして、そこからまた県内全域へ観光のネットワークが広がるでしょう。また、

今後の周遊観光を考えると、ある程度の広さの駐車場が不可欠じゃないかなと。

そのことによって富士スバルラインのマイカー規制の日にちを拡大していく

ことも可能じゃないかな。 

 今の状況では、富士北麓公園もいろんな利用形態がありますから、現在の北

麓公園の駐車場をスバルラインのマイカー規制で使用することについては、現

在の状況がもう限度と承知しております。 

 そういった意味で、専用の駐車場をつくると。先ほど申し上げた、観光とい

う広い意味で言うと、マイカー規制もかかわってくるわけです。そして、その

駐車場は、これから最も大事な北麓における周遊観光、県内における周遊観光、

そして、山梨、静岡、神奈川県における周遊観光、そういったことにすべて連

動してくるわけですから、専用駐車場をつくっていくことがこれから必要にな

るんじゃないかと思いますけども。 

今、周遊観光というような視点で申し上げましたけども、その辺のところに

ついてちょっと御見解というか現状での御認識をちょっとお伺いしたいと思

います。 

 

中楯観光部長  私も、過去、土木部に２年ほどいたことがございます。北麓公園という公園

は、やはり夏場に一番利用される公園でございます。マイカー規制のスタート、

幾年前かわかりませんけども、北麓公園のマイカー規制１２日間のうち、お盆

を含む１２日間だと記憶しております。そのもともとの狙いが、ちょうどその

辺が、非常に交通量が多いというのが１点、それから、あそこには駐車場がな

く、北麓公園は、お盆とかお盆周辺が、比較的公園の利用が少なかったという

こともありまして、その時期を使ってやっておるということもあるほど駐車場

には苦慮しているのが実態だと思います。 

 確かに去年の状況なんかも観光資源課長なんかから聞きましたところ、北麓

公園ほか、民間あたりを借りて５カ所ぐらい飛び飛びでやっているようでござ

いまして、マイカー規制自体も非常に非効率でなかなか運営しにくいと。 

 それから、拡大という議論は所管外でございますのであれですが、そういう

ことを考える場合は、今の北麓公園が拠点であれば、これはもう不可能であろ

うというのが、県土整備部のほうのお考えのようでございます。 

 先ほど先生が盛んにおっしゃいましたけども、一つの大きな拠点があれば、

その拠点を中心にした新しい周遊観光というものの取り組みが考えられるで

はないかということは、大変重要な話だと思います。先ほども申し上げました

が、これから、インバウンド観光という意味でたくさんの外国人の方がおいで

になる、あるいは国内からもたくさんおいでになる、富士山めがけて。そうい

った方々が一つの拠点を、今の状況を見れば、スバルラインへ行って、お帰り

になる、そういう形で、ふもとの広がりをもう少し考えたいというのが、実は

大きな意味での富士山の観光振興という意味ではやっていく必要があるだろ

うというふうには思います。 

 したがいまして、そういうものがあれば、そこを拠点にいろんな周遊コース

が考えられる。そのことによって北麓全体に非常にすそ野の広い観光振興もで

きますし、また、着地型観光といいますが、今、山梨においでになる方の７５％
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は車で来ております。それ以外の乗り物でもおいでになりますけども、ツアー

型というふうな、もともとの、我々が若いときの観光というのは非常に減って

いまして、個人旅行が９割ぐらいを占めております。 

 そういった意味で、そういった人たちに対するメニューというものが非常に

広がりますので、富士のすそ野にはいろんな観光資源がありますから、一拠点

を通してそこから周遊するような観光を考えれば、非常に広がりのある観光振

興にはなると思っております。 

 

武川委員  それで、一応まとめとしては、ぜひ北麓の周遊観光、山梨の周遊観光、山梨、

静岡、神奈川の周遊観光というような視点で、国内の人、国外の人、ともかく

このエリアにお客さんを入れるんだというようなためにも拠点の駐車場、こう

いったことも、それから、マイカー規制の日も拡大していくというようなこと

も、県土整備部だけじゃなくて、やっぱりみんなかかわってくるんだと。とも

かくもう縦割り行政ではだめなんですね。ですから、やっぱり幅広くみんなで

連携をとっていかなきゃならないわけでございます。これから私も県土整備部

を中心にして、その辺のところ強く提言をし、指摘もしていきたいと思います

けども、観光部にあっても、積極的に、もちろん観光部としての立場の中でで

はありましょうが、積極的にかかわっていただきたいと思います。そしてまた、

地元の皆さんの意見等もまたいろいろと吸い上げていただくような機会もお

つくりいただきたいと思いますけども、その辺もお答えいただいて、一応締め

たいと思います。 

 

中楯観光部長  マイカー規制をいかにするかというのは、また、これは私の所管ではござい

ませんけども、観光振興を含めて、そういった地元の御意見、駐車場のあり方、

マイカー規制のあり方、そして、広い意味では観光振興と。こういうことを含

めて庁内でも議論をしていくことも必要であろうし、それを踏まえながら地元

の方々の御意見を聞く場をつくっていくことも検討せねばいかんなと思って

おります。 

 以上でございます。 

 

（ 休  憩 ） 

 

（観光振興のための組織について） 

岡委員  それでは、先ほど武川委員さんが縦割り行政ではいけないと、特に観光につ

いては横断的な対応をするべきだと言ったんですけど、全くそのとおりだと、

私も、実は、この間、感じていたんです。 

 これは今回の予算なんかもそうなんですけども、雇用創出もそうですけども、

いずれにいたしましても、特に観光の場合には環境だとか、あるいは、例えば

農政の関係も出てくるだろうし、というふうなことからしまして、そういうふ

うな形での全体的な流れの中で、横割りの組織的なものが何かつくられている

のでしょうか。それについてちょっとお聞きしてみたいと思います。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 組織横断的な取り組みがされているかということだと思うん

ですけども、私どもの観光部には、県土整備部、農政部、それから森林環境部

からも主幹を配置しておりまして、観光とそれぞれの立場の行政とが一体とな

って、協力し合って事務を進めて、観光客の誘致に取り組んでいるところでご

ざいます。 
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（県内の宿泊者数について） 

岡委員  この間、資料を実際に見させていただいて、それなりに、観光部につきまし

ては努力されていると。言ってみれば､こういう大変な時代で落ち込んでいる

ときに、それほどの落ち込みはないという形の中で、伸び率も２.５％という

伸び率を示しているわけでありまして、その点では、私は一定の評価をしてい

るわけであります。 

 しかし、例えば内陸県であります栃木県あるいは群馬県が宿泊者数６５０万

人、あるいは６３０万人と、６００万人を維持している。山梨の場合、４２０

万人ということになるわけでありまして、そういう点からするならば、先ほど

来からお話しいただいておりますように、富士山を含めてそれなりにあるわけ

でありますから、なぜそういう群馬とか栃木は６００万人をずっと維持してと

言いましょうか、それ以上出ているのに、うちは４００万人ということになっ

ているのか、その辺の考え方をちょっとお聞きします。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 確かに、平成２０年の、観光庁でおやりになりました宿泊旅

行統計を見ますと、山梨県の延べ宿泊者数は約４２３万人ということで、全国

で言いますと２５位ということでございます。しかしながら、この数字の一昨

年、１９年と比べた伸び率というのが同時に発表されておりまして、それを見

ますと、山梨県は２.５％になっているということで、２.５％、余り大きな数

字とはとらえられないと感じるかもしれませんけれども、これは全国で伸び率

としては１２位でございます。先ほど委員がおっしゃった群馬ですと、伸び率

は２６位のマイナス０.４％、それから、栃木は伸び率は４２位のマイナス５.

５％ということで、山梨県はかなり頑張っているんじゃないかと思っておりま

す。 

 

岡委員  私が言っているのは、今言うように、栃木も群馬もマイナスなんです、伸び

率は。マイナスですが、６００万人余、６３０万人、６５０万人という集客が

あるわけです。うちはふえているにもかかわらず４２０万人じゃないですか。

その辺についてどう考えているのかということをお聞きしているわけです。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 確かにおっしゃるとおり、減っているにもかかわらず、山梨

県より多い数字になっているということでございますが、もともとこれは調査

の仕方なんでございますが、国の調査は、従業員が１０名以上の宿泊施設とい

うことでございまして、ちょっとはっきり申せないのですが、もともと山梨県

は小さい県でございますので、そのパイの問題もここにはあろうかと考えてお

ります。 

 

岡委員  そういうことからするならば、島根あたりは２２％という伸び率を示してい

るわけですよ。うちより小さいじゃないですか。でも、宿泊部分についてはい

ろいろありますから、そういうふうなことはともかくとして、例えば先ほど武

川委員が言われましたように、この富士山ですよね、富士山。 

（富士山静岡空港のポスターを掲げる。） 

富士山は、富士山静岡空港のこの写真は山梨県側から撮ったものですよね。そ

のくらい、富士山にしてもやっぱり山梨のほうが格好いいわけです。ですから、

そういうことからしてでも、私は、日本の富士というか世界の富士だと言うな

らばこの数字が余りに少ないと感じるわけです。 

 つまり、栃木や群馬に何があるかと言ったときに、私は、山梨には富士があ

るということを含めて、向こうが４２０万人で、うちが６００万人であるなら

ばこんなに声高に言いやしないんですが、いずれにいたしましても、せっかく
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これだけの、静岡で山梨の宣伝をしていただく、あるいはもっと言うならば、

それは山梨のものであると、国内よりもそういうふうな形で説明をするような

観光キャンペーンをしていく必要があるんじゃないかと感じるんです。 

 次の話ですが、ディスティネーションキャンペーンなんかのときには、すば

らしい伸び率を示した経過があるわけです。これらを含めた取り組みなんかは

どうなされているんでしょうか、これからどうしていくんでしょうか。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 平成１８、１９、２０年で大型観光キャンペーンをやりまし

て、２０年は、実に、大型観光キャンペーンをやる前の１７年と比べましても

１０％以上の伸びになって、かなり成果が上がっていると思います。 

 今現状のことを考えますと、ことしになりましても景気は低迷している。ま

た、そういうことから旅行の手控えもあるし、また、新型インフルエンザの問

題なんかもあったと。１月から５月の海外からの旅行客を見てみますと、これ

は、ＪＮＴＯの資料などで見ますと、１月から５月の累計でマイナス２６.９％

ということで、本当に観光を取り巻く環境は、非常に厳しいものがありまして、

これはよほど気を引き締めて一生懸命やっていかなきゃいかんと考えており

ます。 

 幾つかの課題があるんですが、まず、山梨県に来ていただいて宿泊していた

だくには、宿泊する動機づけをするようなメニューも一生懸命つくっていかな

きゃならない。先ほど先生がおっしゃったように、例えば観光だけではなくて、

地場産業のワインとか、それからジュエリーとか、そういうものとしっかりタ

イアップした、本県の特色を生かしたツーリズムを企画して、魅力あふれる観

光地にしていくとか、あるいは土・日はお客さんが多いわけですけども、平日

や冬場につきましても一定の宿泊のお客さんが見込めるように、例えば企業の

研修とか、展示会とかというものを誘致するようなこともしていきたいと思い

ます。 

 また、高速道路のＥＴＣ割引で、山梨県の観光のマーケットも阪神、それか

ら中京にも広がっているわけですから、しっかりと魅力あふれる観光地をつく

って、そして、その上で情報もしっかりと発信して、誘客に努めていきたいと

考えております。 

 

小林観光振興課長  先ほど、キャンペーンのことにつきましてお尋ねがございましたけれども、

この６月３０日でＪＲ東日本と一緒にやってまいりました「花と名水、美し色

の山梨」のキャンペーンが終わったわけでございます。先般の知事の共同会見

にございましたとおり、また、来年秋に向けましてＪＲ東日本にお願いをいた

しまして、秋にまた同様のキャンペーンをしたいとお願いしているところでご

ざいます。 

 また、中日本高速道路につきましては、午前中のお話にもございましたとお

り、昨年度来、さまざまなキャンペーンを談合坂サービスエリア等で行ってお

りまして、今後も継続していただけるということで、談合坂サービスエリアあ

るいは関西圏、中京圏におきまして、中日本高速と連携いたしまして、キャン

ペーンをしていくという計画でございます。 

 

（フィルムコミッションと観光誘致について） 

岡委員  ぜひそういうふうな形で積極的な取り組みをしていただきたい。 

 先ほど予算の中でフィルム・コミッションの予算づけがされていたわけであ

りますけども、例の大河ドラマというのは非常に、例えば今の「天地人」もそ

うなんでしょうけども、そういうものがあるときには、もう大変な観光客、ブ

ームということになるわけであります。そういうことからして、機会があれば
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フィルム・コミッションではないですけれども、それらも含めて、そんなふう

な話を持っていくことができるものならば持っていって、交渉してみるという

こともいかがかなと思うんですが、その辺はどうなんでしょう。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 フィルム・コミッションを通じまして、山梨県のすばらしい

風景が全国に発信されるところから、大変重要な観光誘致のツールだと思って

います。そういうことでございますので、そのロケをする会社なんかにまた足

を運びまして、一生懸命営業活動をして、本県でロケを少しでも多くしていた

だけるように頑張っていきたいと思っています。 

 

（観光圏について） 

樋口委員  富士北麓の話ですけども、僕もやっぱり山梨は、一番、首都圏を含めて近辺

に、あるいは遠方にまでアピールできる地域だと思います。暑い盆地に住んで

いますと、冬は余り行きたくはありませんけども、夏は向こうに行って本当に

過ごしたいなと思うところであります。たしか、去年の１０月に、これは本会

議で大沢先生の御質問に知事もお答えになられたと思いますけども、去年の１

０月に、観光圏に富士北麓、富士五湖地域が認定されたと。多くの観光客の来

訪、滞在を促進するため認定を受けたと思いますけど、今まさに富士北麓はハ

イシーズン、トップシーズンであります。認定を受けることによってどのよう

なメリットがあるのでしょうか。 

 

小林観光振興課長 観光圏につきましては、国内外の観光客の誘客及び滞在の促進を図るために、

国においては、ソフト、ハード両面からさまざまな総合的な支援を行うことと

しております。 

 具体的には従業員のスキルアップの研修でありますとか、広域の観光パンフ

レットの作成などのソフト事業につきまして、国のほうから４割の補助金がい

ただける、それから、道路や多言語の案内板など社会資本の整備におきまして

も、国の地方整備局や農政局などとも連携いたしまして、適切な支援がいただ

けるということになっております。それから、民間事業者におきましても、ホ

テルや旅館等の宿泊業者の設備投資に対しまして低利の融資がいただけると

いったようなさまざまなメリットがございます。 

 

樋口委員  どこがそれを申し込むというか申請をするんですか。その主体はどこですか。 

 

小林観光振興課長  地域の市町村、あるいは県、それから民間事業者、観光業界、商工会、そう

いったところが協議会を結成いたしまして、協議会の形で申請してまいります。 

 

樋口委員  去年の１０月に認定されたということでありますけど、具体的にこのシーズ

ンに向けてどのような取り組みがあったか、県が承知しているところを教えて

ください。 

 

小林観光振興課長  富士山・富士五湖観光圏におきましては、既に昨年度から事業の取り組みを

しておりまして、昨年度の成果といたしましては、ここにございます「ふじご

っこ！」という、広域の、富士五湖、本栖湖から山中湖、富士山、すべて地域

が入った広域的なパンフレットを作成しております。それから、宿泊施設の従

業員の研修でありますとか体験プログラムの開設、それから、民間でおきまし

ても、富士急行のほうで圏域間の共通乗車券としまして富士山・富士五湖パス

ポートを作成しております。 

 それから、本年度につきましても、接遇マニュアルの作成でありますとか外
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国語観光パンフレットを作成する予定でございます。 

 

樋口委員  午前中、武川委員の質問に部長がお答えされていたように、まさに観光の形

態が変わって、団体から個人へ、ツアーから日帰りへというふうになってきま

したから、石和なんかよりも河口湖とかのほうが完全に量が押しているような

感じがして、そういう点が富士北麓という面になればさらにいいなと思うんで

すが、例えば「週末は山梨にいます」というようなキャッチフレーズというか

キャッチコピーというか、例えば「夏は北麓に潜れ」とか、そんなようなもの

を。圏域を指定するのは、全国で３０でしたっけ、４０でしたっけ、そういう

中で、そういったことを一回も聞いたことがないんですけど、つくっていると

ころもないし、つくろうともしないし、別に必要ないということなのかどうな

のか、その辺はどうお考えですか。 

 

小林観光振興課長  観光圏につきましては、観光地のバージョンアップということで、各地域と

もその可能性について模索している状況だと思いますが、なにしろ広域圏で複

数の市町村が連携していくということもございますし、また、国が考えている

国際競争力に立ち向かうだけのポテンシャルのある観光地であるということ

もございますので、そういったものをクリアしながら、地域のほうでそういう

機運を醸成していくということもまず第１だと考えております。 

 

樋口委員  ぜひこの夏、観光圏の特色、メリットを生かして、さらにまた多くの方でに

ぎわうように期待するんですけれども。それと同時に、今議会で、来年は八ヶ

岳南麓を観光圏に認定を目指すという知事の御発言もありましたけれども、こ

れはどういうスケジュールになっているんですか。今、富士北麓がなっていま

す、全国で３０だか４０決まっています。その関連性等をちょっと教えてくだ

さい。 

 

小林観光振興課長  現在、全国で先生御指摘のとおり、３０の地域が観光圏として認定されてい

るわけでございますが、この３０という数がかなりの数になっているというこ

とで、国のほうからは、今後の認定はかなり厳しい、競争率が激しいというこ

とを聞いております。大体数件ではないかというような情報が入っております。 

 こうしたことの中で、八ヶ岳地域におきましては、自然景観でございますと

か文化施設などが、本当に質が高いという評価を国のほうからいただいており

まして、また、隣の長野県におきましては、観光圏が事実上ないということも

ございまして、こういった隣県との連携によりまして認定される可能性が高い

のではないかというふうな御指導を受けているところでございます。 

 こうしたことから、この７月の中旬におきまして、山梨県、長野県の担当者、

それから、関係する市町村の担当者の実務者レベルの会合を開くこととしてお

りまして、協議会の構成メンバーでございますとか今後のスケジュールにつき

まして確認を行ってまいりたいと考えております。当日におきましては、国の

ほうからも運輸局、地方整備局、農政局の職員もお見えになりまして、技術的

なアドバイスが受けられることになっております。 

 

樋口委員  北麓が観光圏域に認定されておりますけれども、長野とも連携するから、山

梨に２つという意味じゃなくて、それぞれ立派な観光圏域になり得るというこ

とで知事もああいう前向きな発言をされていると理解していいわけですね。 

 そもそもどのような認定、今ちょっと触れられましたけれども、認定条件み

たいなことで、主要な認定条件みたいなものがありましたら教えてください。 
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小林観光振興課長  観光圏につきましては、地域の魅力づくりと国際競争力を高めるために、自

然、歴史、文化などにつきまして密接な関連ある複数の市町村が一体となった

区域を観光圏として認定するということになっております。したがいまして、

そういったものを基本的にはクリアする中で、特に国際競争力にかなうような

地域ということがファクターになってくると考えております。 

 

（やまなし観光推進機構について） 

樋口委員  わかりました。 

 次へ行きますけれども、やまなし観光推進機構が４月にできて、また６月に

いろいろな商品を広く造成販売していると聞きました。官民が一緒になって推

進していく部隊だと伺っていますけれども、実際にどのような方々が一緒にな

って、何人の職員で。中身についてお願いします。 

 

小林観光振興課長  やまなし観光推進機構におきましては、従前、昨年度までございました観光

物産連盟、それから大型観光キャンペーン推進協議会、やまなしインバウンド

観光推進機構、この３つが統合して、本年４月に発足したものでございます。 

 組織におきましては、観光物産推進事業部と観光物産販売促進事業部の２つ

の部で構成されておりまして、職員といたしましては、理事長、専務、本部長

の３名の常勤役員のもと、さらに１６名の職員を４月に置いたわけでございま

す。 

 内訳を申し上げますと、ＪＴＢ、日本旅行、富士急行、山梨中央銀行の民間

企業から派遣で４名、それから、笛吹市、富士河口湖町から市町村職員が２名、

それから、山梨県の職員７名の派遣をお願いしております。加えまして、この

７月１日にふるさと雇用再生特別基金を活用いたしまして、サービスエリア等

で観光キャンペーンとか観光案内を行います職員５名を既に採用しておりま

す。それから、首都圏及び関西、中京方面での旅行会社への宣伝活動や観光キ

ャンペーンを強化するために、東京事務所に２名、それから、大阪事務所に１

名ということで、現在、機構の職員を募集中でございます。 

 機構の主な業務内容を申し上げますと、先ほど来、言っております観光キャ

ンペーンの実施、それから、着地型観光商品、地域発の滞在型旅行商品の造成

販売、それから、企業研修や団体研修の誘致、それから、東アジアを中心とい

たしました海外からの誘客の促進、それから観光人材の育成、それから県産品

の販売促進、こういった業務を行ってまいります。 

 

樋口委員  わかりました。質問の何倍もお答えいただいたような感じがするんですが。

今、４課制ですか、もう一つ課がふえたような感じもしないでもないんですが、

かなりボリュームのある仕事を担われているなという感じがします。もう少し、

ちょっと勉強不足ですから勉強させていただいて、いろいろまたこれからもお

聞きしていきたいと思いますけれども、先ほど言った、観光圏域の、着地型、

地域周遊型の観光ですか、そういったメニューをすごくつくられていると聞き

ましたから、ぜひそういったものをまた庁内にも、あるいは議会内にも発信を

していただいたり、こちらが着信不足なのかもしれませんけれども、お教えい

ただきたいと思いますけれども。６月からそういったセットにして販売してい

るんですけど、実績として、きょう７月３日ですからまだ１カ月ですけれど、

どうなんでしょうか。 

 

小林観光振興課長  本日、朝、確認しましたところ、５１件の予約が既に入っておりまして、た

った１カ月でございますが、なかなか健闘しているのではないかと考えており

ます。 



平成２１年６月定例会農政商工観光委員会会議録 

 ２４ 

 今後におきましても、大手旅行業者への営業活動あるいはチラシを作成しま

して、県内のコンビニにチラシを置くとかということを重ねまして、さらにＰ

Ｒに努めてまいりたいと考えております。 

 

樋口委員  これで終わりますけれども、メニューがどのくらいあるなんていうこともわ

かるんですか。 

 

小林観光振興課長  現在、夏向けの商品を主に扱っておりまして、１２商品でございます。 

 

（財団法人山梨県国際交流協会について） 

武川委員  １点。国際交流課かな、財団法人山梨県国際交流協会の関係でちょっとお聞

きしたいんですけども。そこに所要の補助金も出しているし、これにも交流協

会の指導等と明記されているわけですから、そういう形の中で国際交流協会が

存在しているわけですけども。過般来の報道の中で、前副知事さんが国際交流

協会の会長になったということのようでございますが、まず最初に、誤解を招

いてはいけませんので、前副知事さんの芦澤会長さんの人格とか能力とか等々

のことについて申し上げるつもりもありませんし、否定するつもりは全くあり

ません。 

 ただ、関係していることで、一、二、お伺いするわけですけども、前は、専

務理事さんがいらっしゃって、非常勤の会長さんがいたわけですけれども、６

月から前副知事さんが常勤で会長におなりになったということでございます。

そこで、前の、いわゆる非常勤の会長さん、専務理事さんは、優秀な会長さん、

優秀な専務理事さんだと認識いたしておりますが、何かそれでは不都合か何か、

あるいは問題が何かあったんでしょうか。まず、お伺いしたいと思います。 

 

窪田国際交流課長  協会の役員は２年任期という形になっておりまして、黒澤前会長は２年前の

役員会で会長に選任されております。 

 それで、実は黒澤前会長は山梨大学の副学長の職にありまして、実は大学の

ほうの異動というか役員の人事で、３月いっぱいで副学長をかわるということ

がありまして、３月３１日付で協会の会長を辞したいという話が協会のほうに

あったと。前会長は協会運営に対して非常に熱心に取り組んでいただいており

ましたので、特にそこで問題等は発生していないと聞いております。 

 

武川委員  もし、その方がそういう事情でおやめになるなら、それはそれでいいでしょ

う。そうではなくて、私が聞きたいのは、今度は非常勤から常勤にと。言い方

を変えると、その方が、いわゆる再任されるか新しく就任されるかは別として

も、非常勤から常任になったということなんですね。非常勤では何かとりたて

て不都合があったんですか、あるいは問題があったんですかということなんで

す。 

 

窪田国際交流課長  非常勤から常勤になるという形でございますけども、実は県内の外国人住民

がここのところ非常にふえておりまして１万７,０００人。また、国際観光に

よりまして、外国からの観光客が、昨年度で８７万人、山梨県の人口と同じ方

が山梨を訪れております。そのように、県内の国際化が非常に進んできており

ます。外国人が多く住んでおりますので、非常時とか緊急時等に対する対応が

非常に必要になってきており、地域において、国際化に対する需要がふえてき

ております。 

 そのような社会環境の中におきまして、やはり国際交流協会が果たす役割と

いうのは、非常に大きなものが期待されております。このような経過を経てき
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ておりますので、対外的な折衝がふえており、非常勤では対応するのに協会自

体としての中核的な役割が果たせないというような形が多々あります。そのよ

うな状況下におきまして、常勤化して、より充実した地域の国際化、また、国

際交流協会が果たす役割が増してきているのに対する対応というようなこと

です。 

 

武川委員  先ほどやまなし観光推進機構の話も出たけれど、３つあったのを１つにする

と。この、３つあったのを１つにするというのはいろんな意味もあるけども、

市町村合併もそうだけども、幾つかある理由の一つには、やっぱり限られた財

源を効率よく、費用対効果。これもあるよね。 

 そういう時代に、僕が先ほど言ったのは、「とりたてて不都合が何かありま

したか」。「とりたてて」と申し上げたんです。だから、今、課長さんの説明し

たことをまとめて一言で言うと、より充実させるためにということ。各般にわ

たって、そうでしょう。いろんな部分で、より充実するためにということだけ

ど、僕は、より充実させるために聞いているの。不都合がありましたかと言っ

ているわけだから、より充実するためにというと、人とお金というのは、より

充実させるためには、どこの部門でもそうだけど、人と財源はふえるんですよ

ね。より充実といえば、人と財源がふえてくるんですよ。 

 それよりも、限られた財源をいかに効率よく使っていくか。費用対効果の面

で言うと、不都合がなければ、その中で知恵を絞っていくということでもある

んですね。言うまでもありませんけど。私はいろんなところで言うんです。知

恵の絞り方というのは、からぶきの絞り方もあれば、ぞうきんに例えれば、布

がちぎれるような絞り方までさまざまある。 

 だから、より充実していくためにというと、耳ざわりとしては一番いいよね。

そうじゃなくて、とりたてて不都合がなければ、そのシステムの中で、立派な

専務さんもいて、非常勤で人がかわるにしても、そういうシステムで今までや

ってきたんだから、とりたてて不都合は、僕はないと思うんですよね。より充

実というと、何かそれで済んじゃうんだけども、ちょっと違うんだよね。 

 その部分は、私はとりたてて不都合があったとは思えない。不都合があると

は思えない。その非常勤会長、専務理事体制で、より知恵を絞れば、十分時代

の要請にこたえていけると、私は思っております。ですから、今、課長さんの

その部分の答弁は課長さんの答弁として、それは聞き及んでおきます。私はそ

れを了とはいたしておりません。 

 先ほど言ったように、私は、新しい会長さん、芦澤さん個人について、人格、

能力をいろいろ語るつもりはございません。ただ、こういうときに、非常勤か

ら常任ということは、財源がかかる、財源が伴ってくるわけだよね。そういう

中で、６月から御勤務いただいて、もう７月だから、とりあえず、俸給という

んですか、給料はもうお支払いになったんですか。 

 

窪田国際交流課長  はい、６月１日からですから、６月分につきましては。 

 

武川委員  ６月分についてはお支払いいただいたと。それはどういう財源で、どこから。 

聞いていることだけに答えて。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 山梨県国際交流協会の活動を支援いたしまして、本県の国際

化の進展を図るために協会の運営に係る人件費あるいは事業費を補助する山

梨県国際交流協会事業費補助金というのがございます。今回の会長人件費につ

きましても、これにより補助してまいります。 

６月の支払った分は、現在この補助金で対象にしております岩沢事務局長さ
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んの中からお支払いをさせていただいております。 

 

武川委員  その前の会長さんは非常勤だよね。その非常勤の給料と今度の常勤の給料と

同じ給料なんですか。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 今の専務さんに対する補助金の中から給料を払っているとい

うことでございます。 

 

武川委員  専務さんの給料というのは、県から補助金出すときには、いろいろ積み上げ

で補助していくと思うんですよね。そして、専務さんの給料の中から行ってい

るということ？ 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 今、専務さんの給料ということで人件費を補助しております

が、その中から今度の会長さんの給料も、今のところ払っております。 

 

武川委員  専務の年度の給料がある。そのパイの中からとりあえずこうしているという

ことだね。それは、ある意味では流用しているという理解でいいのかな。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 協会の中では流用しているということになります。 

 

武川委員  専務のパイの中からとりあえず出したと。そうすると、１年間たつと、今度

は専務の給料が足りなくなるよね。そうしたら、それはどうなるの。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 増額が必要になる部分につきましては、国際交流の推進を目

的といたしています予算の中から対応すると考えております。 

 

武川委員  そうすると、今度は新たに議会の理解を、承認をもらってから、そっちへま

た予算計上させてもらいますということ？ 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 現在あります国際交流の推進を目的としている既定予算の中

で対応していきたいと考えております。 

 

武川委員  必要なものを必要なだけ、予算を積み上げて補助するんでしょう。そうする

と、それだけ余裕がある補助をしているの？何か使う予定があったけど使わな

くなったようなことがあるから何とか補えるということなの？そうなると積

算根拠の範疇の話になってくるんだけども、何か使う予定のを使わないから、

それをひっくるめて全体のパイの中から使うということ？ 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 具体的に申し上げますと、国際交流関係の事業が計上されて

いる第２款総務費、第１項総務管理費の中に、四川省からの職員受け入れの事

業と、自治体国際化協会の負担金がございます。これにつきましては、現時点

で予算の執行残が予定されております。その分を流用して対応するということ

にしております。 

 

武川委員  そうすると、積み上げをして補助する。余った場合は不執行ということで、

不要額みたいになってくるんじゃないの？一回やればもうあとはそっちで、自

分で使いたいように使っていいわけ？これこれこうで不執行になる。そして、

最後に不要額となってくるんじゃないのかな。よくわかんないけど。 
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八巻観光企画・ブランド推進課長 予算は県庁の予算でございます。国際交流協会の負担金とい

うのは、自治体国際化協会が事業の見直しをいたしまして、負担金が少なくな

ったためです。 

 

武川委員  そうすると、例えば、四川省の事業もそうだし、もう一つ言ったよね。それ

が結果として、それなりの理由で不執行になるんだけども、予定どおり、それ

が全部当初の予定どおり使われたとした場合、予定どおり使われていないから

そうするんだという議論もあるけども、この間、２月議会で予算を承認して、

４月から始まって７月。３カ月前から始まった新年度予算。まだ３カ月しかた

っていない。それで、予定どおり行われていたら、その財源は出てこないと思

う。言い方を変えれば、予定どおりじゃないから、その財源を充てましたとい

うことになるんだけども、そうすると、何だか新年度予算って何だろうという

部分の議論も生まれてくる。 

 不執行の部分も出てきたから財源として充てたということでいいのかな、と

りあえずは。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 残額が出ているのは、今確認をいたしております。補助金を

充てるのは今からでございます。 

 

武川委員  そりゃそうだけど。だけど、いずれにしても、最終的には、当初予算計上し

た部分については不執行になって不要額になるよね。そうすると、やっぱり人

件費としてはまた新たに組み入れなきゃならない。不足するわけだからね。そ

れはどうするわけ？お金には印がついてないからいいやというものじゃなく

て、使われなかったものは使われないで不執行で不要額。新たな人件費は人件

費として新たな所要で生まれてくるよね。それは？ 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 私どものほうでは、山梨県国際交流協会事業費補助金をこれ

に充てるということを考えているところでございます。 

 

武川委員  そういう専門的な話になってくると、ちょっとわからないところがあるけど、

でも、簡単に言えば、たまたま不執行の金があるから、それで運用できるんで

すよと。だけど、本来、それはそれで、こっちは別の話なんですよ。その人件

費は新たに生まれるわけだから。まだ人件費の財源手当てがついていないのに、

もう会長を採用しているわけ？この辺の手順はおかしくないのかな。結果とし

てみれば、お金には印もないから、交流協会のあれでしていますと言えばそれ

で済むことだけども。財政法上についてここで議論するつもりもないけども、

もっとわかりやすくいえば、ついこの間、４月から始まった予算に計上したも

のが、四川省の問題ともう一つあったけども、それなりの事情の中で使われな

くなったと。それは余るよね。先ほど冒頭申し上げた、常勤が必要か必要じゃ

ないかという議論については、おれは今必要でないと思っているけども、担当

課長さんは、より充実するためにということだから、それはもう見解の相違で、

おれは認めないけども、それは聞き及んでおいた。もうそれは平行線だから。 

 だけども、今度はそこからいって、６月から採用した。４月から新年度予算

が始まって、６月の時点でまだその人の人件費の財源が確定されていないのに

その人を採用して、とても悪い言葉で不適切かもしれないが、どんぶり勘定で

やっているわけ。きょうは財政法上の話はしないけども。 

会長の人件費が明確になっていないのに協会の中での流用。明確な財源措置

がなされないで、流用でしてというのは、ちょっと議会軽視じゃないかと思う

んだけど。課内で、協会内でやりくりすることだから、それは問題ありません
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と。とりあえずそれで押し通すということだな。それならそれで、また違う視

点で話をしなきゃならないけど。 

 

八巻観光企画・ブランド推進課長 私どもとしては、県費を、国際交流の推進を目的としている

事業の中で流用することを考えております。 

 

武川委員  いずれにしても、まず、整理すると、今のこの時代の限られた財源で最大限

の費用対効果を生むということからすると、お金と人を手当すれば、より充実、

ということは言えるかもしれないけども、僕が逆に言ったように、それでとり

たてての不都合があったんですかと。冒頭そこから質問させていただいたんで

すけども、私は、あえて常勤の会長を置くほどの理由は見当たらないと。私は、

それはその部分で指摘をさせていただきます。先ほどの、より充実というのは、

それは、私は方便だと申し上げておきます。 

 それから、結果として６月から勤務された。そして、それは、今、たまたま

協会のやりくりの中で給料に充てられておりますけども、これが１０月だとか

１２月ならいいよ。４月から新年度予算が始まって、６月１日付の採用だよ。

そこに財源が。もっと言えば、それだったら４月の新年度予算で。百歩譲って、

どうしても常勤の会長が必要だという高まいな思いがあるんだったら、何でそ

の予算を新年度予算から計上しないんですか。 

 

窪田国際交流課長  先ほど説明しましたように、３月で前会長が辞退、その間は役員任期が５月

３１日までという形になっていましたので、その間は副会長が代理していたと

いう形で……。 

 

武川委員  それは、日にち的にはそうであっても、では、急にその日になってそういう

意思を申し入れたの？事前に話があったんでしょう。もう私は３月いっぱいで

ちょうど任期だから、３月いっぱいでひとつまた後任を、非常勤か常任かは別

にして、後任をまたお考えくださいという話はもっと前からあったでしょう。

なかったのか、あったのか。 

 

窪田国際交流課長  事前にはありましたけども、協会としては、その任期までは、先ほど言いま

したように、副会長が代理で行うという形になっておりました。 

 

武川委員  言いかえれば、話はあったんですよ。所定の手続は要りますよ。だけど、予

算を盛っても、それは議会へも説明がつくことじゃないの。にわかにそうなっ

たということは、冒頭、繰り返しになりますけど、私は、芦澤前副知事さんの

人格と能力を、全く論じるつもりも否定するつもりもないけども、あなたの話

からすれば芦澤さんの処遇からきているとしか思えない。 

 常勤か非常勤、そこはいいよ。だけど、一応そこで区切りですから、先ほど

おっしゃった理由があるのであれば、前の会長さんから、後任の会長さんをま

た一つお探ししておいてくださいという話は、当然、あったと思う。そうすれ

ば、なぜ新年度予算に盛らないのかというのが一つなんですよ。４月から新年

度予算が発して、６月から、高まいなお話をしている会長さんの人件費の財源

が措置されていないなんていうことは。それで、今度はこっちはこっちで協会

の金だからどう使ったっていいんだと言っているわけだ。言い方としてはそう

なんですよ。それは、ちょっと議会軽視じゃないかなと。 

 だから、１つには、もう辞意が表明されているんだったらそれなりに、会長

さんの新年度予算の議論のときにちゃんと議論させればいい、人がだれでも。

今度常勤の会長さんが要ると。百歩譲ってあなたの理論で、時代の要請の中で、
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常任の会長さんじゃなきゃだめなんだと。もう不都合以前の問題で、より充実

させるためにはもうそれはしようがないんだと。新年度予算に、新会長の常勤

の給与といったことを含めて議会筋にそういう話をしてもいいじゃない。そう

じゃなくて、急に（常勤の）会長さんが生まれて。私からいえば、個人の処遇

ですよ。個人の処遇でそこに当てはめた、急に。それで、財源はどうだといっ

たら、それは協会で使うことだから。そうは言ってないけど、簡単に言えば、

勝手なことだと言っているわけですよ。そういうふうに理解できるわけ。そう

じゃないの？ 

 芦澤さんの処遇から出て、こういうふうなおかしなことになっているんじゃ

ないの？ 

 

窪田国際交流課長  先ほども説明しましたように、新年度に入りまして、副会長が代理でやると

いう形で、我々としては、前副知事については、話がその時点ではありません

でした。 

 

武川委員  ほかの人が、まだ質問があるから。とりあえず、関連があるというから関連

をしてもらって。整理してもう一回やるけど、とりあえず私から言わせれば、

最終的には、今回の国際交流協会の会長人事というのは、給与の財源措置の観

点からいっても議会軽視ですよ。それは問題ですよ。 

 

岡委員  関連させていただいて、最後のところにちょっと出たようですけれども、例

えば中国建国６０周年、あるいは来年ですが、（四川省との）２５周年という

ようなことを含めて、国際交流の部分というのは非常に大切な部分であるはず

ですね。ですから、前の会長さんがおやめになるにしても、ことしは当然に予

算措置がされていたんじゃないかと私たちは理解しているんですが、それがな

かったんですか。 

 

中楯観光部長  予算措置の話でございますけども、人件費については、細かい話になります

が、当然現員で見積もっておりますから、予算措置はなされておりません。 

 

岡委員  わかりました。そうであるならば、武川委員が言われるとおりだと、私は感

じるんです。 

 前の会長さんはお幾らもらっていて、今度の会長さんはお幾らもらえるんで

すか、お聞きしたい。 

 

窪田国際交流課長  前の会長は非常勤でしたので、給与はありません。それで、今度の新会長に

つきましては年額６００万円、県庁職員で言いますと主査クラスの金額になっ

ております。 

 

岡委員  ６００万円、月５０万円ということになるわけでありまして、前の会長さん

は非常勤だから無給だったと。だから、今回、会長さんを選ばれても、それは

本来なら無給でいくのが普通じゃなかったんでしょうか。その辺はどうなんで

すか。 

 

窪田国際交流課長  先ほど御説明しましたけど、常勤ですと、その金額が妥当ということで、常

勤という形になっておりますので、そういうことから金額が出てきているとい

うことです。 

 

岡委員  今まで非常勤でできて、なぜどうしても今度は常勤でなくてはならないか。
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それが先ほど、より充実した国際交流をやっていきたいということだというこ

とだと思うわけでありますけれども、今までの会長さんも２年間おやりになっ

た経過の中で、だったらなぜその２年間、もっと充実するような形で常勤の会

長さんを選ばなかったんでしょうか。 

 

窪田国際交流課長  今まで２年間、非常勤という形で会長をやっていただいたんですけども、実

際は業務量がふえておりまして、対外的な折衝等もありました。今、専務理事

という形で事務局長がいますけども、専務理事の仕事の中にもそういういろん

な対外的な、渉外的な業務が入っておりまして、それで、今後、会長職と職務

を分けて、常勤ということで、より協会の事業に対して活発に活動するために

常勤と。また、今までは、業務的に協会のほかの人に負担があったと。先ほど

言いましたように、そんな形でそれを軽減する、専務理事は内部的なものにつ

いて専念していただくと。対外的に、また、広い意味で活動していただくとい

うことで常勤という形です。 

 

岡委員  先ほどのお話では、その二月の間は副会長さんが対応されたという話ですね。

副会長さんでも対応できるものはできるわけですね。ですから、そこのところ

で、どうしても常勤でなくてはならなかったのかどうなのかということが非常

に問題になってくる。 

 先ほど八巻課長のほうから、全体的な補助金の中から出していくからいいん

だというふうな言い方をされているわけですけれども、やっぱり人件費という

のは非常に大きな問題だと私たちは感じるわけです。まして会長なんていうの

は。 

 ですから、それらについて、やっぱりこういうところである程度の説明があ

ってもしかるべきだと感じるんです。それらがなくて、今のような形になって

くると、先ほどの話にもちょっと出ていましたように、議会軽視というふうな

ことになってくるわけであって、やっぱり税金を使うということでありますか

ら、それなりの対応の仕方というのは必要だと、私は感じるわけです。 

 ですから、先ほど部長にお聞きもしたんですが、本来ならば、人件費を含め

た予算更正というのは当然にあってしかるべきだと思うわけ。それがないとこ

ろに問題が、それをされなかったところに問題があったんじゃないかと、私は

この問題については非常に遺憾に感じるところがあるんです。ですから、そう

いう点で、私はやっぱり部長も含めて、この問題についてはもっともっと真剣

に考えるべきだったと思うんですが、どうなんでしょうね。本当は部長に聞き

たいんだけど。 

 

窪田国際交流課長  先ほど説明しましたけど、国際化の進展というのは非常に急速化になってい

ますので、我々とすれば、今まで行政で行っていたものを民に移すというのが

一つの流れになっております。ですので、先ほど委員からお話しがありました

来年の四川省との２５周年、また、アイオワとの５０周年という記念行事があ

りますけども、今までは行政が主体的に行っていましたけども、これはやはり

民が主体になって取り組むというような形、流れ、やはり行政から民という形

で、協会の役割は非常に大きいものがあります。そんなような形で考えていま

す。 

 

岡委員  私は、非常に大切な時期だということは痛切にわかるわけです。わかるだけ

に、この問題は、本来ならば予算更正をすべきだったと、どうしても感じるん

ですね。そういうふうなことを含めて、私は、やっぱり、ここのところは、当

委員会でそれなりに説明してもらうような機会を、もしできればお願いしたい
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なと思うんですが、どうですか。 

 

（ 休  憩 ） 

 

鈴木委員長  今、岡委員のほうから話が出ましたものですけども、観光部のほうと話をす

る中で、お伝えをするような格好で御理解いただけるかどうかというのは、私

の判断ではいけませんけども、委員の皆さんには、しかるべきであれば集まっ

ていただくか、それとも該当の委員さんに、どういう方向性でどうだったとい

うことのお話をする中で御理解いただければ……。 

 

武川委員  記者さんもいますから、なんとなく談合で終わったみたいにされても困る。

何のためにどうだということを整理しないと。資料提供なり何なり、ちょっと

それを整理してくれないと。 

 

鈴木委員長  例えば資料提供とか、どういうことをするということをもう一回整理して、

ここで出して一応御理解いただくような格好にしていただきたいと思うんで

すが。 

 

岡委員  大変恐縮ですけども、先ほど来から武川委員も言われていますように、どう

しても必要な会長さんであるならば、私は、当然のことでありますけれども、

非常勤でなくて常勤の会長が必要だということは年度当初にわかったはずで

ありますから、人件費の予算更正をするのは当たり前だと感じていたわけです。

ですから、部長に聞いたわけです。それはされていますかと聞いたら、されな

かったということ。そこにやっぱり問題があって、私は金額も大きな金額であ

りますから、それなりに考えていかなきゃいけない。それを、私たち議員に、

委員に何らの話もなかったということを含めて、やっぱりここのところに問題

があったんじゃないかと言わざるを得ない。ですから、その点で何らかの機会

にそれなりの説明をいただきたいということを含めて、もう時間も、ほかの分

もありますから、ここで終わりたいなと思っていますので、まとめていただき

たいということです。 

 

鈴木委員長  内容はわかりましたから、いずれの機会ということの中で、正副委員長にこ

の場をゆだねていただくということで、また、観光部長ほかの皆さんとお話を

する中で対処するような格好をとりますので御理解をいただけたらと思いま

す。 
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主な質疑等  農政部関係 

 

※第８３号  平成２１年山梨県一般会計補正予算第１条第２項歳出中農政商工観光委員会関

係のもの 

 

質疑 

 

（水土保全強化対策事業費について） 

岡委員  では、最後のところの農７ページから始めます。 

 このマル臨、緊急雇用の関係者、作業員を何人ぐらい雇って、どういうふう

に対応していくのか、その点について。 

 

加藤耕地課長  今回の臨時緊急雇用で雇う人数につきましては、まず１の設計図書の電子化

の関係でございますが、延べ３５０人ぐらいを予定しております。雇用期間を

１１８日見ておりますので、雇用人数は１日当たり３人。１１８を掛けまして、

３５４ですので、およそ３５０人です。 

 続きまして、農業水利関係につきましては、新規雇用人数を一応２３名見て

ございまして、雇用期間が最大で約１１９日ほどございますので、延べ人数と

しまして、約２,６７０人程度と考えております。 

 以上でございます。 

 

岡委員  非常に多くの方々を雇っていただいて、それなりに大きな効果が出ると、私

は思っているわけでありますけれども、１の分については、具体的にはどのよ

うな作業をするのか。２について、２,６００余の人たちは具体的には何をす

るのか。 

 

加藤耕地課長  まず、１の実施設計図書につきましては、県営事業として実施しました土地

改良事業の平成１０年から平成１７年までの間の工事完成図面をＰＤＦ化す

るということでございまして、もう１点のマル臨の農業水利のほうにつきまし

ては、県が今、所有しております農業水利関係のデータがございますが、これ

は全体で約２,２００カ所ございます。そのうちの約半分の１,１００カ所につ

いて、今回、調査を行うものでございまして、先ほど言いました２３人のうち、

２０人は外業、外へ出ていただいて、水路を歩いていただいて、各種調査をし

ていただく、または写真を撮っていただくという、外業の調査でございます。

また、３人の方については、そのデータをもとにしてデータベース化をしてい

くということで、今、予定をしているところです。 

 

岡委員  １のほうは基本的にプロの方々。一般の方々では非常に難しいと思うわけで

ありますけれども、対象者はどのような方々を対象としているんでしょうか。 

 

加藤耕地課長  １番のほうにつきましては、先ほどもお話ししましたように、工事完成図書

をＰＤＦ化するということで、スキャナーで読み込みまして、それをＰＤＦ化

する、電子ファイル化するということですが、これについてはその辺の理解の

ある方ということで、ハローワーク等にお願いしていくという形になると思い

ます。 

 

（農村地域新エネルギー導入支援事業費について） 

岡委員  了解しました。 

 最後のマル新、新エネルギーの部分について調査をするということでありま
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すけれども、実に８００万円という大きなお金を使っていただいて、それなり

に成果を出そうということであろうと思うわけでありますけれども、どういう

ふうな形、どんなふうな状況での調査をいたすことになるんでしょうか。具体

的な部分をちょっと。 

 

加藤耕地課長  これにつきましては県のほうで、基本的には国の補助金がいただけるものに

ついては国の補助金の中で調査等を行うわけでございますが、国の調査事業に

ならない分野につきまして、特に小水力と太陽光につきまして、県全体の可能

性、量というものがまだ十分につかめてないということで、その辺につきまし

て調査をして、可能性、量をつかんでいきたいということでございます。 

 

岡委員  これは、農政部というのは、耕地課そのものでやっているんでしょうか。そ

れとも、森林環境部、あるいは企業局もそうなのかもしれないんですけれども、

それらの部と連携しながらやるんでしょうか。それとも、こちら単独でやって

いくんでしょうか。 

 

加藤耕地課長  この事業につきましては、やまなしグリーンニューディール計画の中の一環

の事業でございまして、これは森林環境部とも、また、企業局とも連携して実

施してまいります。 

 

岡委員  すると、この調査に歩く方々は、採用された人たちなんでしょうか。それと

も、今現在の職員の中でやるんでしょうか。 

 

加藤耕地課長  この事業は農政部の出先機関が４機関ございますので、そこの方々と耕地課

の関係職員が実施していくという形になると思います。 

 

岡委員  小さな話になってしまうんだけれども。では、８００万円はその職員の超勤

という考え方でいいんでしょうか。 

 

加藤耕地課長  基本的にコンサルタントへ委託する業務費でございます。 

 

岡委員  そうすると、コンサルに８００万円出すのであって、職員が調査に歩くので

はないという考え方をしているんですか。 

 

加藤耕地課長  もちろん職員も調査に入りますが、それについては日常業務と同じ範疇で給

料の中でやるということで、それに対する経費は見てございません。 

 

（内水面利用啓発事業費について） 

岡委員  はい、結構です。 

 農５ページ、同じような形になりますけれども、内水面漁業の関係で、緊急

雇用、河川・湖沼なんかの調査ということになろうかと思うんですけれども、

これらについて、どのくらいの方々を採用し、そして、どのような事業をなさ

るのか。 

 

深沢花き農水産課長 漁場の巡回指導というようなことをしていくということで、１日に６人の

巡回補助員を４０日間、都合２４０人の方をお願いをしていくという形になり

ます。補助員の方は一般の方ですから、当然、漁協の監視指導員という方々に

同じような形で２人ずつついていただきましてやっていただくということで、

全体でいきますと、３２０人ほどの方々に２グループに分かれて巡回指導をし
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ていくということでございます。 

 

岡委員  これにつきましても、例のカワウが、せっかく放流したアユだとか、そうい

うものを食べてしまうということで、偽卵なんかを使いながら、それなりの駆

除をしたといいましょうか、対応したと思うんですけれども、これらとも関連

するところがあるんでしょうか。 

 

深沢花き農水産課長 今回は特に遊漁の関係のマナーですとか、釣りに伴うようなごみの部分と

か、そういうふうなことを重点的にやっていきたいと考えておりまして、カワ

ウにつきましては、既に漁協のほうでそれぞれ、先ほど先生のほうからありま

したような偽卵を使うとかドライアイスを使うとかいうことで、カワウの抑制

をしているという状況でございます。 

 

（農産物直売所活性化支援事業費について） 

岡委員  了解しました。 

 続きまして、農３ページ。直売所の関係ですけれども、県下あちらこちらに

直売所が出てきまして、非常に盛況だということは先ほどもちょっと言いまし

たけれども、私は甲府ですけれども、甲府にも「穫れたて Land」という直売

所があるわけであります。地産地消というふうなことで、非常に有効な施設だ

と私は思っているわけでありますけれども、これについて、現在、県下では何

カ所ぐらいあるんですか。 

 

樋川果樹食品流通課長 平成２０年度ですけれども、県下に１２５カ所でございます。 

 

岡委員  先ほど、御指摘をいただいて専門のアドバイザーを置くということでありま

したけれども、１２５カ所の直売所へ全部置くということにならないんでしょ

うが、どのような対応の仕方をされるんですか。 

 

樋川果樹食品流通課長 １２５の直売所すべてということではありませんで、全国で直売所を指

導している専門の方がございますので、その専門の方にお願いしまして、１０

カ所ほどの直売所の内容を見ていただいて、診断していただいて、また、いろ

いろアドバイスをくださるということです。 

 

岡委員  例えば、トウモロコシが出る時期には非常にトウモロコシが出るだろうし、

あるいはナスが出る時期にはナスが出るだろうしというふうなことで、それぞ

れ特徴のある直売所が県下あちらこちらにあると私は理解しているんですけ

れども、１０カ所くらいというのは、どういうふうな視点で選んでいくんでし

ょうか。 

 

樋川果樹食品流通課長 その１２５カ所の直売所の中には数億円の売り上げのところから数十万

円という非常に上から下までいろいろあるわけですけれども、今回、中堅の直

売所の中で、さらに上を目指していきたいと非常に意欲のあるところ、こうい

うところを直していけばよりよくなるんじゃないかなというようなところを

選んでやっていきます。 

 

岡委員  その直売所１２５カ所の分というのは、組織化されたところが１２５カ所と

いうふうに理解していいんですよね。個人の直売所みたいなところはいっぱい

あるんですけど、そういうところは全く入っていないと思っていいんですか。 
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樋川果樹食品流通課長 １２５カ所の中には、個人でやっているとか無人でやっているとかとい

ったところは含めていませんで、組織的にやっているところが１２５カ所とい

うことになります。 

 

岡委員  わかりました。そうすると、その１２５カ所、組織的に、法人までいかない

にしても、死守しながらやっているところ、例えばそれは何十万円の収益であ

ろうと何億の収益であろうとそうだと思うわけでありますけれども、それなり

にやっている人たちは一生懸命やろうとしているわけですよね。地域の農家の

方々が一生懸命つくられたものを出してくるわけで、１０カ所を選ぶというの

はなかなか難しいと思うんですが、どういう視点で選ぶんですか。 

 

樋川果樹食品流通課長 先ほど申しましたように、これから伸びていきたいという意欲のあると

ころと、それから、あと課題等がある程度明確になっていまして、そういうと

ころを改善していきたいというところを選んでいきたいと思いますし、アドバ

イザーの診断された結果につきましては、また形にして、その他の直売所にも

波及させていきたいと考えております。 

 

討論        なし 

 

採決        全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※第８９号  県営土地改良事業施行に伴う市町村負担の件 

 

質疑       なし 

 

討論       なし 

 

採決       全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※所管事項 

 

（耕作放棄地対策について） 

樋口委員  さっきの耕作放棄地の問題ですけど、３,０００人の雇用創出を生むんです

ね。これはこれですごく大事だと思いますが、さっきちょっと出たのかな？ 

再整備後は新たな担い手が農地を管理するということを再整備の条件とする

ということでありますから、その辺のところの見通しというのはどうなんでし

ょう。 

 

有賀農村振興課長  ただいま御質問のありました件につきましては、今、現に耕作が放棄されて

いる圃場につきまして、その対策を講じるわけですが、それにつきましては、

その後、新しい方が農業をやっていただくという前提で整備をいたします。そ

の見通しということでございますが、現在、農務事務所を通じまして、各市町

村に対し、そういった御要望があるかどうか聞いております。 

 

樋口委員  この間のＪＡ会館でのＪＡさんとの意見交換会で、やっぱり各単協さんは求

めていますよね。きのうの本会議でも鈴木委員長が建設業界参入の話をしまし

たけど、根本的に担い手だという話がありましたが、まさにそこが、市町村な
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り各ＪＡさんなりとの協力のもとに県がどうだと。今、こういう緊急雇用のこ

とが来ているからチャンスだと、今だぞというようなことを強く言っていただ

くことで、ぜひ物にしてほしいと思いますけれども、その辺いかがでしょうか。 

 

有賀農村振興課長  耕作放棄地の解消につきましては、当然、県だけではできませんので、市町

村、市町村農業委員会、ＪＡ、それから県ということで、関係者が一体となっ

て取り組んできたというふうに考えております。 

 それにつきましては、対策も本年度から本格的に入ったところでございます

ので、その辺につきましては、十分、地域の意向なども踏まえましてやってま

いりたいと思います。 

 

（建設業者への支援について） 

樋口委員  次年度の調査の予算も先ほど一番初めに御説明いただきました。ぜひ、あわ

せて期待をするんですけれども。 

それとまた、恒常的にといいますか、ここ何年か建設業界、企業が公共事業

の大幅な削減でかなり厳しいということで、私は、去年、土木森林環境委員会

でそういうことを、かなり、委員会ごとにお尋ねしてきましたけれども、県土

整備部に建設業対策室ができて、相談を受けたり、あるいは、先進事例、先進

といいますか、ほかの都道府県でうまくいっている例、全国レベルで、そうい

う情報が入ってきたところ、あるいは、そういう講演会があれば参加するとか、

いろいろな支援事業を聞いていますけれども、受け皿として、農政部としては

どのようなお考えといいますか、あるいは取り組みといいますか、をお持ちな

のか、ちょっと教えてください。 

 

赤池農業技術課長  お尋ねの建設業者への対応でございますけれども、去年から、県土整備部の

建設業対策室には、建設業の活性化に関する情報交換とか、あるいは支援に関

する連携協力ということをしようということで、山梨県建設産業活性化支援対

策会議というのがつくられてございます。ここは、資料を見ると、関係機関と

して、建設業界を初め、商工会、中小企業団体、農業会議、森林協議会、ある

いは山梨労働局、さらに県の関係ですと、福祉保健部、森林環境部、商工労働

部、農政部、それから県土整備部で構成されておりまして、この中で情報交換

しながら支援していこうというような態様になっています。 

 

樋口委員  もっとダイレクトに、建設業対策室と農政部とか、そういうような時期に来

ているんじゃないかなと思います。もう何年も、いろいろなところで、できる

できない、こういうふうに進んで、という話を聞くわけでありますけれども、

やっぱり第一次産業も、建設業が持っている重機、機械等、あるいはマンパワ

ーというものに目を向けるべきだ、できるはずだということで何年もたってい

るわけでありまして、山梨でしたら、森林県で林業だと、路面整備、路網整備、

あるいは農業で短期的に収益を上げられるいろいろ野菜とか季節物とか、そう

いうことで実際にそういうことにもう踏み入れている企業もあると思います

から、そういったところをもっと県としてシンボリックに宣伝したり応援した

りするということが、僕はこれからもっと必要になるんじゃないかなと思いま

すけど、具体的にそういうところはないですか。 

 

赤池農業技術課長  そういう連携をしながら、建設業者の方に、我々農政部サイドでは、企業の

参入ということを進めております。具体的に相談に来られる方もありますし、

こちらが出かけていって、相談に乗ってやるというようなこともよくございま

す。 
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 今年に入りまして、個別の企業名は申し上げられませんが、４つか５つの企

業が出てきており、既に法人の登記の手続をしているところも２カ所ございま

すし、さらに今後も参入が確実だろうというようなところが３社ほど、既に出

てきております。 

 

樋口委員  企業名は言えないということですけど、大体話をすればわかってくるんです

けれども。 

では、具体的に、商品といいますか、作物はどういうものですか。 

 

赤池農業技術課長  二、三申し上げますと、例えば建設会社で、笛吹市の会社でございますけれ

ども、５.６ヘクタールの、ほっておくと遊休化する農地を使ってニンニクを

栽培するとか、あるいはこれを加工するというようなことを考えている企業も

ございまして、さらに加工品を販売していこうというようなこともございます。 

 それから、２つ目ですと、東京にある会社、これはＩＴの関係ですけれども、

ブルーベリーを生産したいというようなところもあります。 

 それから、建設会社で、これは山梨市ですけれども、ジャガイモから始まっ

てタマネギ、キャベツ、トマトというような野菜類と、ソバ、カキ等というよ

うなものも生産していきたいというようなことで、これは農業体験としてやっ

ていきたいと。そして、さらに加工直売、ネットで販売したいというようなと

ころが事例として上がってきています。 

 

樋口委員  先ほどの緊急雇用の取り組みの中で、遊休農地、耕作放棄地を解消していこ

うというこの取り組みと、趣旨は違うかもしれませんけれども、ぜひうまくか

み合わせて、受け皿のほうも、あるいはさっき言った各地域のＪＡさんと連携

をとって、少しでも効果が上がって耕作放棄地も再活用できる、あるいは建設

業を転業したり、あるいはそれに向けた準備が進められるような今年度の取り

組みを、ぜひしていただきたいと思います。いかがですか。 

 

赤池農業技術課長  先ほど申し上げましたのは、ことしから企業参入担当という専任の担当をつ

くって進めてまいりまして、３カ月でこういうような事例が出てございます。

残された期間、精いっぱい努力いたします。 

 

（農業と観光の連携について） 

樋口委員  期待します。 

 次に行きます。先ほど観光のところでも、ちょっと私のほうで質問しました

けれども、農の、観光との連携ですけれども、富士北麓圏が観光圏域に、去年

の１０月に認定されております。さまざまな取り組みをされているそうです。 

 八ヶ岳南麓も来年の観光圏域への認定へ向けて、高い可能性を持って進めて

いると聞いています。やはり体験農業とか、農観連携といいますか、そこで食

べたり、あるいはお土産として買って帰ってもらうというようなことが非常に

求められていると思いますけれども、例えば、富士北麓圏のほうは既に観光の

特別な認定を受けているわけでありまして、特徴的な連携、スポット的な連携

とか、どういったものがあるか教えてください。 

 

赤池農業技術課長  観光と農業の連携でございますけれども、観光のほうで富士山・富士五湖観

光圏というものが認定されて、滞在型農業を目指すというようなことで進めて

いると聞いております。 

 農村地域には農政部所管でいろいろ整備したものが幾つもございまして、例

えば今の富士五湖の関係ですと、それぞれの町村に都市交流を目指した施設が



平成２１年６月定例会農政商工観光委員会会議録 

 ３８ 

幾つかございます。具体的に申し上げますと、山中湖には花の都公園があった

り、あるいは西桂には三ツ峠グリーンセンターというのがございますし、忍野

には県立水族館湧水の里がございます。さらに、先ほど話が出ました道の駅も

ございますし、また、作物的にも、鳴沢のキャベツに始まって、スイートコー

ン、富士吉田にはミルキークィーンという米があったり、いろいろ、農村地帯

に多くの資源がございます。 

 こういったものを、先ほどの観光の中で連携して使ってもらうということで

ございますけれども、さらに今おっしゃられました体験農業として、観光摘み

取り園というのは、非常に我々も力を入れて指導しておりまして、例えば富士

河口湖ではサクランボとかイチゴの摘み取り園をやっておりまして、非常に好

評を博しております。さらに、鳴沢でブルーベリーとか、そういった摘み取り

園を整備してございます。 

 ですから、今後、整備した施設と、あるいは体験農園と連携しながら進めて

いくことだと思います。 

 

樋口委員  やっぱり一昔前と違って、産地が違って、さまざまなところでさまざまな物

がとれる、あるいは逆にどこでも同じ物がとれるようになるのかもしれません

けれども、観光でつなげていくということが必要だと思いますし、摘み取りだ

けじゃなくて、いろいろな観光スポットもあると。それが農水産業とリンクし

ているものがあるということになりますけれども。特に観光圏域の認定だから

ということでなくてやっているという意味ですね。 

 

赤池農業技術課長  農政部が既にこれまで長い時間をかけて、市町村の希望を聞きながら整備し

てきたものを利用していくということでございます。 

 

樋口委員  そうすると、これから八ヶ岳南麓のほうも、そういう整備をしていったり、

そういったブランド化といいますか、アピールをしていくわけですけれども、

そちらのほうは、かなり、そういうスポットがあったり、産地があったり、滞

在ができる農と観の連携という可能性がいっぱいあると思うんですけど、例え

ばどういうことが。 

 

赤池農業技術課長  八ヶ岳南麓地域はほとんど認定になったということで言われてございます

けれども、八ヶ岳南麓につきましては、既に滞在型の、例えば高根クラインガ

ルデンとか、あるいは小淵沢のスパティオ小淵沢といった、都市交流に向けた

施設整備も進んでおります。 

 それから、さらにほかの資源といえば、例えば日本一のおいしい米もあると

いうような、非常に多岐にわたった資源がございます。さらに、先ほどの摘み

取りの話になりますと、ＪＡ梨北の管内では観光サクランボ園が整備されてお

りまして、これが標高差を使って期間が長く体験できるというようなことがご

ざいます。それから、明野ではブルーベリーとかあるいはエダマメ、サツマイ

モというようなものも体験できるようなことになっております。 

 

樋口委員  わかりました。 

 ちょっとしつこく聞いたんですけど、なぜそんなことを聞くかと言いますと、

高速道路が１,０００円で乗り放題というようなことがあったり、あるいはほ

かの党では無料化なんていう話も今あって、そういうことが先行していまして、

それはそれでやっていかなきゃならない施策ですけれども、逆にハイウェイだ

けじゃなくてバイウェイ、下の道、農道も含めてですけれども、そっちをゆっ

くり周遊しようということも、僕は提案できる可能性がたくさんあると思って
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いるんです。 

 そういう圏域が指定されれば、立ちどまって、さっきの観光のところでも言

ったんですけれども、いろいろなメニューを提供して。ちょっと忘れちゃいま

したけど、いろいろなメニューがありますから、本当に地域でやっていこうと

いう意識が醸成されていくと、八ヶ岳南麓もすばらしい周遊圏になるし、ハイ

ウェイで、中央道で行っちゃったり、首都圏から来てくれないとかいう問題も

あるかもしれませんけれども、関西圏から来てもらうとか、たっぷり来ていた

だいて、山梨の中を回ってもらうということも、十分バイウェイで、ハイウェ

イじゃなくてバイウェイで可能だと思いますから、ぜひそんなところも観光部

とも連携していただいて、気にとめておいていただきたいと思っています。期

待しております。 

 

赤池農業技術課長  先ほど申し上げましたように、幾つも農業関係のメニューもございます。さ

らに、２１年度に向けて、普及センターで普及計画というものをつくっており

まして、そういういろんな可能性のあるメニューをつくろうというようなこと

でやっていきたいという計画を持っておりますので、頑張っていきたいと思い

ます。 

 

（米の生産調整について） 

大沢委員  代表質問で、先ほど言いました耕作放棄地の質問をさせていただきましたが、

それぞれの議員が耕作放棄地の話をしました。このことは、何も、ことし、去

年に始まったことじゃなく、もう十数年、２０年前から論議されてきて、遅々

として進まない。これは、私は自分で百姓をやっていますからわかるんですけ

れども、国もそうだし、県もそうだと思います。もっと真剣に考えてというふ

うなことがないと思うんですよ。 

 耕作放棄地というのは、もともとは我々の祖先が耕していって耕地としてや

っていたんですよね。もともと同じぐらいの人口の人たちがそれだけ耕してい

たものが、何で放棄地になったんだと。これは自給自足の時代から、海外から

いろんな農作物が入ってくるというふうなことも含めて、もう飽食の時代にな

っているので、物は銭を出せば買えるというふうなことになっちゃったから、

こういうふうな形になっちゃったんですよね。 

 それで、私はこの間の質問の中でも言ったんですが、まず、山梨県も、国は

小さいけれども、言うべきことは言わなきゃいかんと思うんです。こういうふ

うなことになった原因としてまず一番最初に聞きたいのは、生産調整ですよね。

今、国会のほうでも出ていますけれども、やっぱり生産調整が一番大きな原因

になっているんですよ。百姓をやっていてももうからない、米をつくってもも

うからない。というのは、面積が半分に減らされちゃっているから米がつくれ

ない。だから、物が売れないというふうなこと。じゃ、あんまりもうからんや

つだからどういうふうなことをやっていこうかというふうな、いわゆる知恵と

か工夫とかいうものを農家から奪ってしまった結果、こういうことになっちゃ

ったんで、国のほうにも生産調整について、山梨県としても強く訴えていく必

要があると思うんですよ。 

 先ほど、樋口委員が言いましたように、この間、農協の話や組合長との話の

中で、ＪＡの組合長がこのことを言っていたんですよね。生産調整をやめるべ

きだということをはっきり言っているんですよ、農協ですら。ですから、やっ

ぱり県が国へ言うべきことだと思うんですけれども、まず最初にこのことにつ

いてはどうでしょう。 

 

深沢花き農水産課長 生産調整につきましては、昭和４６年度からということで、非常に長い間
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やってきているわけですけれども、やはり主食ということで、米の価格を維持

していくというふうなことから、今、必要なことではないかと、私は思ってお

ります。 

 そういう中で、米をつくっていただいて、生産調整という部分と連携してい

く中での土地利用というか、転作を進めていって有効活用を図っていただくと

いうふうなことが必要ではないかと思っております。 

 また、国等につきましては、いろいろな会話のときに、担当レベルでは、も

うちょっと緩和できないかとか、そういうふうなお願いはしているところでご

ざいます。 

 

大沢委員  優等生の答弁をいただきましたけれども。そのとおりのことを言っていると

思うんですよ。だけれども、１０兆円も税金をつぎ込んでいるんですよ。今言

った生産調整をすれば米の価格が安くなってしまうから生産調整をやってい

くという名目のもとに１０兆円の銭をばらまいていたんですよ。その１０兆円

を価格の差のところへつぎ込めば続くんじゃないですか、米をつくらせといて。

例えば、今言うように、安くなったならば１０兆円を農家の人たちに、それだ

けの補償をやれば、これは続くようになると思うんですよ。 

 だから、国が言ったことをそのまま山梨県でもやりますということじゃなく

て、山梨県ではこういうふうにしたいということを、やっぱり強く言っていか

なければ、今、国のほうでも問題になっているから、あまりここで言っても仕

方ないですけれども、何かの機会に、やっぱり生産調整を廃止すべきだという

ことをやっていかなければ、これが耕作放棄地のほうに向かってしまうと思う

んですよ。 

 

（耕作放棄地対策と企業の農業参入について） 

 先ほど、企業というふうな話が出ました。それなりに美しい言葉ですよ。今、

時代に合って、先ほど樋口委員が言ったように、いわゆる雇用の問題というよ

うなことも含めてこれをやっていけと言ったと。現実にはどうなんですか。 

 私の知っているところでは、ある企業がやりました。話がちょっと長くなる

けれども、農地をこういうふうなことでやっちゃったのは秀吉の時代ですよね。

太閤検地から始まって。あのときに、今つくっている人たちに土地をやるとい

うことで土地が分散された。だから、大きな中でも、ここにＡさんがいて、こ

こにＢさんがいて、ここにＣさんがいるということで、いわゆる団地化ができ

ない状態にしちゃったんです、今のような状態にね。ですから、小規模の農地

が出てしまったと。それを、例えば企業が参入して、１反か何ぼのところへ大々

的にやろうとしても、隣のうちから「おら嫌だよ」と言われれば広くはなれな

いんですよ、団地化には。やるならばやっぱり広くして団地化してやるという、

そのための調査費が盛ってあると思うんですよね。耕作放棄地の実態調査をや

るというふうなことを盛ってあると思うんですが、この調査に基づいてそうい

うことをやっていかなければ。 

耕地課は知っていると思うんですが、私のところで、基盤整備をしていると

ころへ企業が入ってきたと。ところが、会社が倒産しちゃったんですね。もと

の会社が倒産しちゃった。社長以下、行方がわからなくなっちゃったんですよ。

基盤整備する金も、この周りの人たちで負担をして、結局は何のためにやった

のかというようなことになってしまうんですよね。だから、企業の参入という

と聞こえはいいけれども、そのことに気をつけていかないと、その企業が倒産

してしまえば、そこは何にもならなくなってしまうんですよね。 

 だから、もう少し腰を落ちつけてやっていかなければ、今言ったように企業

の倒産ということがある、そのこともよく知っておかなければ周りに迷惑がか
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かるので、安易に企業が来ればいいというふうなことを言うべきではない、や

るべきではないと思うんですけれども、この辺についてはどうですか。 

 

赤池農業技術課長  企業の参入ということですが、私どもは、担い手が非常に少ないということ

で、高齢化も進んでいるところでございますので、いろんな手法を通じて担い

手になっていただくというようなことで、一つの手法として企業の参入を進め

ているところでございます。 

 今、企業が参入する場合、新たに農業生産法人をつくるとか、新たな農業す

る組織をつくってやっているということでございまして、例えそれがつぶれた

にしても、違うものに何か使うというようなことは、ほかの法制度もございま

してできないことになっておりますので、それはまた有効活用できるような手

法を検討していくということになろうと思います。 

 

大沢委員  私は進めるなとは言ってないんですけれども、やっぱり現状をね。さっき４

つか５つの企業が、という話をしましたが、そのうちの２社が法人をつくった

けれども、なかなかそれが事業へ取りかからないというふうなことがニュース

で出ていましたから。企業としても、最初はやろうということでやったけれど

も、結局は自分のほうの事業が、もともとの事業が振るわないんだから、そっ

ちまで手が回らないというふうな形になってしまうと思うんですよね。 

 だから、耕作放棄地の問題も含めて大変な、我々もどうしていいかと。実際、

百姓をやりながら、どうしていけばいいかというふうなことを、あちこち同じ

農家の人たちとも話をするんですが、だれもいい答えが出てこないんですよね。 

 それで出てくるのが、先ほど出た、いわゆる直売所、これはやっぱり進める

べきだと思うんです。じいさんばあさんでも、トコトコと、つくったものを直

売所へ持っていくと。私のところにはいつもありますけれども、その一つは、

１人のおばあちゃんが１人で年間３００万円稼いだと。もう一つのほうは年間

２００万円稼いだというふうなことで、楽しみでやっているんですよね。です

から、直売所の利用というふうなものはこれからずっとやっていくべきだと思

うんですけれども、耕作放棄地の問題は、よほどみんなの知恵を絞ってやって

いかなければ解決がなかなか難しいと思うんです。企業が来ればいいんだどう

のこうのというより、美しい言葉でもって企業に入ってもらった、ところが倒

産してみればもとのもくあみで、しかも周りにまで迷惑がかかるというふうな

ことなんで、ぜひその辺は腰を据えてしっかりやっていただきたいと思います。 

 本当に、耕作放棄地に対する考え方というのは、もし自分が近くで百姓をや

っていたらどうだ、というふうな考え方に立ってやらないと大変な失敗になっ

てしまうという気がするので、ぜひその辺も、企業の参入に対する考え方、ど

ういうふうに企業の方々に理解をしてもらって長続きしてもらうかというふ

うな方策があれば、企業の方々への説明をこちらのほうにもお聞かせをいただ

きたいと思います。 

 

有賀農村振興課長  ただいまの耕作放棄地と会社の関係でございますけれども、昨年、今年度、

耕作放棄地の調査をいたしました。今年度につきましては、県のほうで予算を

計上いたしまして、放棄されているところの所有者に対しまして、自分でつく

る、つくらないとすればどういった方に貸し出すかといった意向の調査をしま

して、それをベースに、地域の方々と、耕作放棄地をどう解消していったらい

いかというようなお話を進めながら放棄地の解消を進めてまいりたいと。それ

には企業も対象になりますし、新たに都市から担い手として入りたい方もいら

っしゃいますし、現に農業生産をやっている方が広くしたいと、あるいは市民

農園的な使い方も、いろんな使い方ができると思いますので、それにつきまし
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て、地域と御相談しながら進めてまいりたいと考えております。 

 

大沢委員  それで、お願いがあるんですけれども、ここに載っています意向調査という

ふうな調査をしっかりしていただいて、先ほど言いましたように、みんなで腰

を据えて検討していただいて、耕作放棄地を、なるべく、少しでも減らせるよ

う。参考までに申し上げますが、野菜の苗を売っているところがことしは驚い

たんですね、苗が売れ過ぎて。若い人たちが大勢買いに来たそうです。会社が

３連休とかになって暇が出ちゃったから、何かしようかと思って、ぽっと買っ

ていって野菜の苗を植えて、自分の庭でナスをつくったり、そういうふうなこ

とに、ことしはかなり変わってきたそうです。 

 そういうふうなものも参考にしながら、耕作放棄地を減らすような、若い人

たちにも土地を利用してもらえるようなことにしていただきたいことを要望

して終わります。 

 

（農業従事者の高齢化と耕作放棄地対策について） 

安本委員  ２点ほどお伺いしたいと思います。 

 １点目は、先ほどから出ております耕作放棄地の対策なんですけれども、担

い手の問題という話もありましたし、生産調整というような話もありましたけ

れども、２０年３月につくられました県の農業ルネサンス大綱を見ていきます

と、農家数の減少、それから農業従事者の高齢化に伴って耕作放棄地が増加し

ていると、そして生産活動が低下しているというふうなことがありますけれど

も、そういう点では、これまで農業は家族経営から法人経営、企業が参入を考

えられたり、また、先ほど来、出ていますけど、新規就農者、若い人ですとか、

会社をやめられた方で就農希望をされる方を確保して育成するということに

力を入れられているという流れだと、私は理解しております。 

 そこで、初めに確認させていただきたいんですけれども、農家数の減少と農

業従事者の高齢化という話がありました。実態をお伺いしたいと思いますが、

農家数とか農業就業者数がどのように推移をしているのか、お伺いしたいと思

います。 

 

赤池農業技術課長  農林業センサスという統計がございます。これは５年に一度の調査でござい

ますので、直近の数字では平成１７年が一番新しい数字になりますが、今、手

元にある農家数でいきますと、平成１７年の前は５年前ですので平成１２年に

なります。平成１２年のときの総農家数は４万２,０００戸でございました。

端数はありますけど。それから、５年後の平成１７年ですと４万戸というよう

な数字になります。それから、就業人口で申し上げますと、平成１２年の５年

前の平成７年までございますけれども、平成７年ですと就業人口が５万２,０

００人でございました。それが５年後の平成１２年ですと、４万７,０００人

に減少しております。減少率は９％ほど、５年の間に減りました。さらに、５

年後の平成１７年になりますと４万人というようなことで、対比でいきますと、

８５％ですので１４％減っているというような状況です。 

 

安本委員  農家数にしても、就業者にしても先ほど１４％の減、５年間での減というこ

とですので、やはり少なくなっているんだなと思います。 

 高齢化の状況。今、平成１７年と１２年しかないということなんですけれど

も、農業従事していらっしゃる方の平均年齢というか、高齢化についてわかる

ような数字があったら教えていただきたいと思います。 

 

赤池農業技術課長  年齢別の統計のところで見ますと、６５歳以上というところが高齢化だとし
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て、平成７年のときから申し上げますと、平成７年のときの６５歳以上は２万

５,０００人です。それから、５年後の平成１２年ですと、２万６,０００人に

ふえているんです。それから、さらに５年後の平成１７年ですと２万４,００

０人に減っているというように、ちょっと波がありますけれども、そんなよう

な形ですが。ただ、全体に占める割合を見ますと、今のこの平成１７年の２万

４,０００人というのは、先ほどの就業人口の４万人に対して６割の方々が６

５歳以上というようなことになります。高齢化が進んでいるということが言え

ると思います。 

 

安本委員  先日の本会議の関連質問の中で、担い手の問題ということで、法人経営とか

新規就農者という観点ではなくて、高齢化していって農業ができなくなって従

事者が少なくなっていると、平均年齢については７０歳を超えているというよ

うな話もあったかと思うんですけれども、今、６５歳以上というふうに言われ

たんですけれども、５歳刻みでも結構ですので、就業者の若いほうから、何歳

ぐらいなのかわからないですけど、５０歳から５５、５５から６０、６０から

６５以上のところについても、最近の数字が、今、ありますか。 

 

赤池農業技術課長  一番直近の平成１７年度の数字で今の年齢別の構造的なところを申し上げ

ますと、１５歳から２９歳という区切り、３０から５９歳、それから６０から

６４歳、６５歳以上と、この４段階で、今、手元に数字があります。 

 そこで、先ほどの平成１７年度の就業人口の４万人でございますけれども、

この１５歳から２９歳という段階の人数が２,１５０人、比率でいいますと

５％。３０から５９歳という階層が９,３００人余です。これが２３％を占め

ています。６０から６４歳という段階が約４,８００人というようなことで１

２％です。先ほどの６５歳以上が２万４,０００人ということで、ここが６０％

というような区分けになっています。 

 

安本委員  それと、本会議の質問でもありましたけれども、５年ぐらいたてば、やっぱ

りこの６５歳以上の方のところで大幅に農業に従事できる人が少なくなるの

ではないか、耕作放棄地は減らないというふうにおっしゃっていましたけれど

も、私もそういう観点があるんだなと思いながら聞いておりました。 

 そこで、今、農業に従事されている高齢者が、できるだけ長い時間、農業を

やっていただければ、耕作放棄地の対策にもなるんじゃないかと思うわけです。 

間接的な事業も、山梨の農業が進行していけば、それはそれで高齢者の方の経

営上、良いというのもあるかもしれないんですけれども、年をとっていかれる

と、いろんな農作業も大変になるのかなという思いもします。できるだけ長く

農業に、後継者ができればそれが一番良いと思いますけれども、なかなかそれ

も難しい中で、高齢者の方ができるだけ長く農業をやっていただけるような方

法について、県では何か取り組みをされているのかどうか、お伺いします。 

 

赤池農業技術課長  今、数字で申し上げました高齢者は非常に多いわけでございますけれども、

農業の特徴として、高齢者であっても、高齢者は高齢者なりにできる農作業と

いうのもございます。ですから、６０代、６５になったらすぐぱっとやめると

いうことではなくて、７０代になれば７０代の仕事がありますし、８０代には

８０代というような、農家の方はずっと継続されているというような実態がご

ざいます。しかし、おっしゃるとおり、高齢の農業者にとりましては、非常に

作業的にも重労働というようなところが出てきています。 

 そこで、我々農政部では、幾つもの部門にわたって対策をとっておりますけ

れども、まずＪＡ。例えばＪＡフルーツ山梨では、営農サポートセンターとい
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うようなものをこの４月に立ち上げたところでございます。農作業を受託する

とか、あるいは遊休農地化するものを引き受けて管理して、それを担い手に引

き渡すというようなこと。それから、さらには草刈りの機械を貸し出して遊休

化するのを防ぐというようなことをサポートセンターがしております。さらに、 

農作業の労力を削減する仕組みとして、ＪＡこま野では、果樹農家の労力の負

担がだんだん大きくなりますものですから、堆肥の散布をＪＡが請け負って実

施して、高齢者の作業の負担を軽減しているというような事例もございますし、

また、峡北の水田地帯では、作業の受委託を進めておりまして、具体例で申し

上げますと、「長坂ファーム」や「営農たかね」というようなところは、１０

０ヘクタール規模の受託をしてやっているというようなことで、中小、あるい

は高齢になっていくと、委託していろいろと労力を軽減していくというような

方向もございます。 

 また、省力栽培というようなことも非常に大切なことでございまして、例え

ば高齢になれば大変な作業になりますので、普通、ブドウはジベレリンを２回

作業するわけですけれども、これにホルモン剤を添加することによって１回で

済ませるというようなことで省力の作業をするというようなこと。あるいは、

省力の品目を入れることによって作業を軽減しようというようなこと、例えば

桃の袋かけをみんなするわけでございますが、これをかけなくていい品種、日

川白鳳というようなものを入れる。こういったものを普及することによって作

業を軽減できるというようなこと。さらに、ブルーベリーとかザクロといった

ものをつくると、作業も複雑ではございませんので、あるいは観光と連携して

摘み取ってもらうというようなこともございます。農作業の省略ができるとい

うようなことでございます。いろんな対策を講じていきたいと思っています。 

 

（果樹園の整備について） 

安本委員  担い手の確保ということも、今やっていらっしゃる方も長くできるようにお

願いをしたいというふうに思います。 

 もう１点ですけれども、６月４日のこの委員会での意見交換会の中で、私も

農業をやっていらっしゃる方に質問をさせていただいたんですけど。圃場整備

の推進の件です。 

 ０８年、０９年、ことしも重点施策になっていますけれども、これは特に果

樹産地を強化するために基盤整備を推進、加速というふうに書いてありますの

で、果樹に限って伺いたいと思います。農業ルネサンス大綱には、私もそんな

に深くかかわっておりませんでしたので中身がわからないんですけれども、圃

場整備されれば農業も楽になるしいいよなという漠然とした思いはあります

けれども、この圃場整備をされている目的といいますか、メリットというよう

なことについて、まず確認をさせていただきたいと思います。 

 

加藤耕地課長  果樹園の圃場整備ということの御質問でございますので、メリットといいま

すと、果樹栽培はなかなか機械化が難しい作業でございますが、その中におい

ても農作業の機械化によりまして生産の省力化、低コスト化が図れるのではな

いかと。また、作物別の団地化も図れますので、そういう面での残留農薬問題

の防止になるのではないかと。また、圃場整備することによりまして、先ほど

言いました作業の省力化がされますので、経営規模の拡大もできるだろうと。

そのようなこともございますし、また、よく知事も話をしてございますが、山

梨の果樹、特に桃、ブドウというのは、やっぱり景観としても非常に大切な作

物でございまして、そういう面での効果もあるのだろうということで、今進め

ているところでございます。 
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安本委員  農業ルネサンス大綱の中にも目標とか入っているんですけれども、基準年と

か、それをいつまでに何ヘクタール、何％のところで、始まって１年なんです

けれども、その実績についてもお伺いしたいと思います。 

 

加藤耕地課長  ルネサンス大綱の中におきましては、平成２８年度までに、実際、面的に整

備をするものにつきましては、約６６０ヘクタールという面積を整備予定とし

てございまして、今のところ、実績としましては昨年度が初めての実績でござ

いまして、２０.２ヘクタールの整備を昨年度させていただいたと。今年はま

た４０ヘクタールという目標を持ちまして、今、進めているところでございま

す。 

 

安本委員  ＪＡの、皆さんというのかどうかわからないですけど、意見交換会の中では、

水田と違って長期にわたるので大変な課題もあると伺いました。 

 私は漠然と全県下で進めておるわけではないと思っておりますけれども、あ

る程度、この地域とかそういったところを決めて、可能性のあるところに取り

組んでいかれるのだろうと思います。たしかモデル地区の選定というのがあり

ました。今、候補地としては何カ所ぐらい、今年度が４０ヘクタールでしたら、

どれぐらいの地区数、もしたくさんなければ、どういったところというところ

まで教えていただければと思います。 

 

加藤耕地課長  ことしにつきましては、実施予定地区の関係市町村が５市１町１村というこ

とで、１２カ所で今予定をしているところでございます。 

 

安本委員  私は農家の息子で、水田、米づくりがほとんどだったんですけれども、１ヘ

クタールぐらいしか我が家に、「しか」と言ったらいけないのかな、ありまし

て、ちょうど高校時代、父親が農機具店を営んでいまして、農繁期にはいない

という中で長男でしたので一生懸命やっていたんですけど、山梨に来まして、

あるとき、家に帰りましたら圃場整備をやっていて、表土がみんな積み上げら

れていたというのを覚えています。今、弟が農業をやっていますけれども、兼

業で、ほとんど土日だけでできるようになっていて、ああ、いいなと。跡を継

ごうというふうには思いませんでしたけれども、思いましたね。 

 そのころの苦労話を聞くと、地域は選定されるけれども、いろんな利害調整

があって、やっぱりそこに熱意があって進める人がいるかどうかというのが、

自分がやっていらっしゃって、その周りの方にも指導していく、人材の育成と

いうことも大事ではないかと思うんですけれども、そういった地域の皆様への

理解を進めていくようなことについて、県はどう考えているのか、お伺いしま

す。 

 

加藤耕地課長  今、委員からもお話がございましたように、果樹園の整備につきましては、

さまざま、地域の方々、専業の方もおりますし、また兼業農家もおります。非

常に難しい推進をしているわけでございますが、その中におきまして、県では、

１９年度から、地域ごとに果樹団地化推進プロジェクトチームというものを立

ち上げまして、事務所ごとに所長を通じまして、地域の意向調査や、また、営

農指導等を含めて推進をしていくというところでございます。 

 

安本委員  今年度も始まったばかりですので、私も皆様方に教わりながら、この件につ

いては、委員会でも取り上げさせていただきたいと思いますので、よろしくお

願いします。 

 



平成２１年６月定例会農政商工観光委員会会議録 

 ４６ 

（本県の農政について） 

浅川委員  本当に皆様方には、耕地課長も含め、大変な苦労をしていると思うんです。

今まで話を聞いていると、何か暗いような話ばっかりで、非常に私は残念に思

っております。 

 今、日本も、山梨県も元気にできるのは、やっぱり農業だろうと、私はとら

えております。そうした中で、やっぱり耕作放棄地にしても、担い手にしても、

もうからない百姓では、だれも担い手になんかなりませんよ。耕作放棄地の対

策にもなりません。 

 それで、多分、部長さん、山梨県でも一、二、頑張っている方たちがいると

思いますので、そういうことも含めて、夢のある農業を語っていただきたいと

思います。私も知っておりますので。 

 

笹本農政部長  今、先生から御指摘がありましたけど、耕作放棄地の問題はさまざまな議論

があります。実は市町村の５カ年計画は全国でつくっているんですけれども、

関東管内では今のところ山梨県だけが、全市町村がつくったということで、県

としてもそこは一生懸命やらせてもらっているつもりでおります。 

 そういう点もあろうかと思うんですけれども、引き続き、その部分に力を入

れて、さまざまな対策をしていきたいと思っています。 

 それから、なかなかもうからなくて難しいかと思うんですけど、この辺はや

っぱり販売力をどういうふうに強化していくかというふうなことがございま

す。それにつきましては、ことし４月に販売戦略室をつくらせていただきまし

たし、その中で、今後、指針のほうもつくって一生懸命やっていきたいと思っ

ていますので、またよろしくお願いいたしたいと思います。 

 ありがとうございました。 

 

浅川委員  予算もついた何か具体的なのがあったら。 

 

笹本農政部長  実は企業サイドといいますか、いろいろ新規の参入もございまして、峡北地

方では、最近、醸造ブドウの生産も始まっております。また、圃場が広いとい

うことで、サツマイモを生産したいというグループも出てきており、それにつ

いては先ほどの２ページで予算化をお願いしてございます。いろいろの対策を

今後続けていきたいと思っています。 

 よろしくお願いします。 
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主な質疑等  企業局関係 

 

※所管事項 

 

質疑 

 

（米倉山の太陽光発電について） 

武川委員   本会議でも太陽光発電の話があったわけです。複数の質問があって、今、国

でも太陽光発電については大変な思い入れの中でやっているわけですけれど

も、本県については、御案内のような米倉山の経過の中で太陽光発電の施設の

導入を図ることになったわけであります。本会議の質問の中にも、広い意味の

管理棟のあり方についていろいろ要望的な質問があったわけです。そこでお伺

いするんですけれども、東京電力との契約は何年ですか。 

 

西山企業局次長  契約はこれから結ぶわけなんですけれども、いわゆる契約期間ということで

いきますと、１７年を考えております。 

 

武川委員  その期間ということで１７年。それで、知事もこれまでの質問あるいは発言

の中で、やがてリニアモーターカーが山梨を通ると。そして、１県１駅という

ようなことも報道される中で、山梨をリニアが通ってくるときには、山梨を大

きく飛躍する要素があると。そういったときに、米倉山の用途も、またさらに

付加価値のある利用形態というようなことも考えていると、知事の発言の中に

あったように承知をしておるわけですれけれども、今の答弁の中で、１７年と

いうような数字が出てきたわけです。とすると、ＰＲ施設もその辺の年度とい

うか、時限的なこともとらえておく必要があるだろうと。 

 この間の本会議の質問を聞いていると、議員さんの質問に対して、ごもっと

も、ごもっとも、というようなことでおったわけですが、その辺の時限的なこ

ととの整合性というか、その辺はどんなふうに考えていらっしゃいますか。 

 

西山企業局次長  今、委員のおっしゃるとおり、今回の米倉山につきましては暫定的な活用策

として進めていくところでございます。 

 そういう面からいきまして、ＰＲ施設につきましては、やはり永久施設のよ

うながっちりしたものをつくるのではなくて、十何年間、学校の生徒さんたち

が、学校における環境教育ができるような施設を考えております。 

 

武川委員  ポイントは２つあると思うんですね。向こう１７年後ということが１つのポ

イントですよね。それと、学習施設あるいはＰＲ施設にいたしましても、その

前提となるいろんなシステムとか科学技術的な要素というのは、かなり日進月

歩かなと。そうすると、ＰＲ施設、あるいは学習施設、そのときはベストの、

あるいはベターな施設、設備を立ち上げると思うんですけれども、その部分に

しても、もう数年したらかなり古いものになりかねないですよね。ですから、

非常にその部分においても難しいですよね。 

 各議員さんの質問にもありましたように、せっかくのＰＲ施設だから、より

付加価値の高い、より機能のあるものにしてくださいという話をしているわけ

です。その一方において時限的なこともある。また、そういう設備についても

日進月歩の要素もありますよね。ですから、非常にそのところはバランスが難

しいと思うんですよね。 

 ですから、当然そういう意味からすると、あんまりコンクリートした、高額

のものを一遍につくっちゃって、車に例えるとマイナーチェンジ、フルモデル
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チェンジというのがあると思うんですけれども、若干のマイナーチェンジはそ

の１７年の中でも何回か必要になってくるのかなという必然性は感じますよ

ね。 

 ですから、その辺のところも、もちろんせっかくのＰＲ施設だから、よりベ

ターなものにする必要はあるけれども、時限的なこと、日進月歩のこと、その

辺のところを踏まえてやらなきゃならないかなと。非常に難しいと思うんです

よね。 

 ただ、本会議の答弁を聞いていると、ごもっともごもっともで、やたらすば

らしいものをつくるように聞こえたけれども、その辺のところだけ１点。考え

方というのかな。 

 

進藤公営企業管理者 今、委員が御指摘されたように、期間がある程度１７年ぐらいのものだと

いうことと、再生資源エネルギーというのはこれから脚光を浴びますけど、お

っしゃるように、まさにそういう分野だからこそ、日進月歩の技術進歩となり

ますので、陳腐なものを掲示するようなＰＲ施設というのは、意味合いとして

どうかなというような非常に難しい問題もあるかもしれません。 

 今おっしゃられましたように、そういったバランスを考えるということと、

せっかく内陸部で全国有数のメガソーラーのシステムとか、県内でいろんなグ

リーンニューディールに掲げるような新しいエネルギー開発とかをしたもの

ですから、できるだけその辺の折り合いをつけて、せっかくつくるからにはい

いものをつくりたい。ただ、今言われたようなところも十分考えた上で、今後、

具体的な検討を進めていきたいと思っております。 

 

武川委員  その意味で、両面があるわけ。せっかくの施設だから、よりベターなものに

しなくちゃならないけれども、１つの問題点もあると。非常に難しいけれども、

ぜひ県民に対して説明がつくように、ぜひ意を用いて対応していただきたいと

思います。本当に難しいと思いますがね。 

 

（小水力発電について） 

岡委員  小水力発電の関係です。今まで調査をしてきているわけでありますけれども、

ことしは農政の関係で出てはいるんですけれども、企業局の関係では３カ所や

ることになっていましたよね。 

 

石原電気課長  企業局で予定しまして、今年度は２カ所ほど、小水力のモデル発電を計画し

ております。 

 

岡委員  もう少し丁寧に。２カ所はどこなのか。たしか３カ所と私は理解しているん

ですが、それらを含めてちょっと。 

 

石原電気課長  １カ所につきましては、北杜市に塩川の浄水場がございます。その下流に、

減勢池といいまして、水道の圧力を落としてしまう、そんな装置がございます。

そこのところに１つ設備を入れたいと考えています。それが１カ所目です。 

 ２つ目は、若彦トンネルに湧水が出てまいりました。この湧水を利用して発

電をしたいというのが２点目でございます。この２つにつきましては、今年度、

工事をしていきたいと考えております。 

 御指摘の３点目ということなんですが、深城ダムがございます。現在、深城

ダムは発電しないで放流を行っておりますので、これを利用した発電ができな

いかということで、現在、調査を進めるところでございます。 
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岡委員  その深城の関係なんですけれども、大変な水量があると聞いているわけでし

て、今調査をしているということなんですけれども、十二分に水力発電の可能

性があると聞いているんですが、その見通しはどうなんですか。 

 

石原電気課長  水力発電としては十分採算性があるんだろうと考えております。ただ、ダム

の関連発電所でございますので、ダムを建設いたしました県土整備部とか、ま

た、国のお金もいただいています。また、水道企業団などもございますので、

その方たちの同意が得られないとなかなかできないということで、現在、それ

らの皆さん方に、ぜひ参画したいというようなことでお願いをしているところ

でございます。 

 

岡委員  若彦と塩川のと、今言う深城とをあわせると、大体何キロワット、どのぐら

いの電気量になるんでしょうか。 

 

石原電気課長  ３地点をあわせまして、４８０キロ程度の発電になるだろうと考えておりま

す。 

 

岡委員  今のところはその３カ所で、きっと三、四年かけて建設をし、そしてやって

いくんだろうと思うわけでありますけれども、その後の部分というのは。つま

り、今の日本の全体的な流れの中では圧倒的に火力発電が多いんですよ。圧倒

的に火力発電が多い今の日本の発電量の中では、水力や原子力なんかとは全然

けたが違うぐらい火力発電が多いわけです。 

 ですから、やはり、今からならば、低炭素社会を構築していくと知事も言っ

ているわけでありますし、化石燃料もいずれ枯渇していくということもはっき

りしているわけですから、そういうことからして、積極的に水力発電問題を考

えていくということが必要だと思っています。 

 おかげさまで、今回の中の雇用の関係やら国の予算の関係からするならば、

農政の分も含めて、それなりに小水力への対応がなされてきておりますけれど

も、企業局としても、今、１年１億円、３年３億円という形で既にもう２回目

が入っているわけですから、そういうふうな形の中でお金を出していただいて

いることもあるわけでありますけれども、いずれにいたしましても、この山梨

の場合には、水は豊富だし、急峻な山地状況からするならば、積極的な対応が

できると思うわけでして、今たしか９０カ所ぐらい調査しているような気がし

ているんですが、調査というか、投げかけをしているはずなんですけれども、

その投げかけの現状は、どんなふうな結果といいましょうか、反応があるんで

しょうか。 

 

石原電気課長  この５月に山梨小水力発電推進マップというマップを公表させていただき

ました。それには９８の地点を掲載してございます。この中でどのぐらいの可

能性があるかということでございますけれど、現在、この中のうち、３カ所ぐ

らいは非常に地元の事業者も積極的に対応するというふうなことをおっしゃ

っておりますので、その辺については積極的に支援をしながら、何とか開発で

きるような形で取り組んでいきたいと思っております。 

 全体といたしますと、６７件ほどの問い合わせ等がございましたが、これが

全部、ものになるとは思っていませんけれど、比較的、皆さんから興味を持っ

ていただいていますので、できるだけその中で可能性の高いものから順次御支

援を申し上げて、できるだけ多くの発電所が実現できるように努力していきた

いと考えております。 
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岡委員  ぜひひとつ、私は、先ほども言いましたように、低炭素社会の実現というこ

とからしても、水力発電は積極的な対応といいましょうか、推進していくとい

うことが大切だと思っております。期待をいたしておりますので、よろしくお

願いいたしたいと思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

 

 

その他 

 ・ 委員会報告書の作成及び委員長報告については、委員長に一任した。 

 ・ 閉会中もなお継続して調査を要する事件について配付資料のとおり決定した。 

 ・ 継続審査案件調査の日時・場所等の決定は委員長に委任され、８月４日に実施することと

し、詳細については、後日通知することとされた。 

・ ６月８日に実施した県内調査については、議長あてにその報告書を提出したことが報告さ

れた。 

 

 

以 上 

 

 

農政商工観光委員長 鈴木 幹夫 


